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はしがき 
 
中国で国有企業改革が叫ばれて久しい。1989 年の第 2 回天安門事件で趙紫陽が失脚した
後、江沢民が総書記の座に就いたが、ほぼ同時に鄧小平に見出されて副首相の座に就いた
のが朱鎔基で、彼が最初に取り組んだのも国有企業改革だった。 
80 年代後半以降には改革開放による外資企業の国内進出が始まり、一方、郷鎮企業と呼
ばれた公有制企業などをゆりかごに発展した民間企業も台頭し始めた。90 年代に入ると、
ＧＡＴＴとその後のＷＴＯに引き継がれた自由貿易体制加入交渉が漸く軌道に乗り期待が
膨らんだ。一方、ＷＴＯ加盟後を考えれば、効率が悪くガバナンスも確立されているとは
言い難い数多の国有企業は改革を怠れば死活問題に直結し、その改革は焦眉の急であった。 
そこで政府は 1995 年に“抓大放小”の方針を打ち出し、中小国有企業の民営化を進める
一方、経済の中核を為す産業分野に関する主要大企業については、これを重点的に育成す
る方針を打ち出した。その結果、1992 年の 14 全大会時に約 7 割を占めていた国有企業が、
2017 年の 15 全大会時では 30％前後にまでそのシェアを落とし、左派からの突き上げもあ
ったが、当時の江沢民総書記は「金融やエネルギーといった経済の心臓部は 100％国有であ
り、心臓が国有なら立派な社会主義経済だ」と説明した。 
2008 年 3 月に首相に就任した朱鎔基は、政治（行政）改革・金融改革と並ぶ三大改革の
一つに国有企業改革を掲げ、人員の削減、住宅・老後・医療・教育などそれまで国有企業
が背負っていた様々な負担の軽減を進めると共に、積極的な起業も奨励した。このような
起業ブームは、1980 年代中期にベビーブーマーたちが大量に社会に出た時に続くもので、
その後、2008 年のリーマンショック後、また、現在の“新常態”による就職難においても
現出している。これは一方では社会不安を招きかねない要因でもあるが、過去の実績が示
すように、結果として新たな活力の源泉を生み出したことも否定できない。 
都市化による国内消費の拡大を中進国の罠から脱却する切り札に掲げ、農村から発生す
る膨大な余剰労働力の受け皿を用意し、なおかつ貧富の格差是正のために最低賃金をアッ
プするという要請に常に晒されている政府にとって、民間活力をいかに利用するかは決定
的なカギとなる。それはまた、政府機能をサポート型に転換し、チープガバメントを目指
す方針とも一致する。 
2013 年の三中全会以来 2 年半、民間活力導入に対する様々な政策が打ち出され、また、
これに呼応する動きがあった。三潴はこれを政府の政策と実績をトレースしながら幾つか
の主要分野で検証し、金子は、中でも特に注目度が高いエネルギー分野に特化して検証を
試み、陳は経済学者としての立場から、民間金融の発展を中心に検証を試みた。今後の方
向を探るうえで何がしかの視点を提供できれば幸いである。 
 
2016 年 3 月 麗澤大学外国語学部 特任教授 三潴正道 
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中国経済における民間活力導入の現状 
－幾つかの主要産業分野を中心に－ 
 
三 潴 正 道 
まえがき 
改革開放後における民間活力の導入は、これまでのいずれの場合を見ても、既存の民間
資本の参入ではなく、ほぼゼロからの起業であり、一面では切羽詰ってやらざるを得ない
結果であったが、その結果が次なる発展の起爆剤になったのであり、“新常態”を克服する
ために避けて通れない今日の民間活力導入が既存の民間資本の参入を促す一方でほぼゼロ
からの起業を同時に行い、これまでと同様に首尾良い結果につなげられるか、を検証する
ことは中国の今後を占う上で極めて重要と言えよう。 
 過去のそれぞれの民間活力導入の特徴を端的に振り返れば、第一回の1980年代中期では、
多くの“待業青年”に食を与えるやむを得ない措置として行った“個体企業経営”の認可
で、結果としては怪我の功名となった。従来、中国社会で民衆の生活に深いかかわりがあ
った身近な職業が復活し（飲食業・仕立屋・修理屋など）、人々の生活に潤いをもたらした
のである。 
 1998 年からの朱鎔基改革においては、起業の内容は、日本や台湾・香港、東南アジア、
更にはアメリカなどにあるが中国にはなかった様々な商売が導入された。牛乳配達・新聞
配達・弁当屋などが現れたのもこのころである。 
2008 年のリーマンショック後は、都会で小金を貯め、新しい技術や知識を習得した若者
が帰郷して起業するケースが目立った。皮肉なことに、経済が好調な時は、地方政府が様々
な優遇措置を打ち出しても帰郷しなかった若者たちが続々と帰郷し、新しい地方経済の担
い手になった。これに伴い、これらの起業者たちを短期資金調達面でサポートする小口金
融用金融機関の出現が促され、政府も農村銀行など農村金融機関の育成に乗り出した。こ
れは今日の金融改革の出発点にもなっている。ただ、そのサポート体制は十分というには
程遠く、それがシャドーバンキングを助長したことは周知の事実である。 
 就職の受け皿としても、経済発展に占める割合でも、企業としての総資産利益率にして
も、民間企業は国有企業をはるかに凌いでおり、“新常態”（ニューノーマル）という表現
で政府が時間稼ぎをしている間、言い換えれば、2016 年から始まった第 13 次 5 カ年計画
完了の 2020 年までに、民間企業の健全な発展を促進し、経済発展の主役に据えることが出
来るかどうかは、今後の政治の安定という側面からも重要な意味を含んでいる。  
一時しのぎの策として進められてきた不動産業界、金融業界（特に証券市場）からは既
にほころびが目立ち始めている。民間活力の本格的導入と経済構造のモデルチェンジ、技
術革新及びその成果の産業化、国民の資質の向上と優秀な人材の育成が社会と経済の転換
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を乗り越えるのに間に合うかはまさに時間との戦いである。 
 こうした抜本的な改革を速やかに推進するためには強力な中央集権が大前提であり、そ
のため、習近平は 2012 年総書記就任以来、盟友王岐山のサポートを得つつ、権力の掌握に
意を注いできた。その経過をたどることは本論の趣旨ではないが、民間活力導入が様々な
独占を謳歌してきた国有企業改革と表裏一体をなすことを考えれば、必要最低限の言及は
欠かせないだろう。そこで、まず、民間活力導入の方向に影響した政治面での主な動きを
見ることとする。 
第一章 2012 年以来の主な動き 
1.政治上の動き 
 2012 年 18 全大会で最高指導者が胡錦濤から習近平へバトンタッチされた。党政治局常
務委員のうち、習近平と李克強を除く 7人（胡錦濤・呉邦国・温家宝・賈慶林・ 李長春・
賀国強・周永康 ）が退任し、新たに 5人（張徳江・兪正声・劉雲山・王岐山・張高麗）が
加入した。それぞれの名前の後にその役職を列記する。 
習近平党総書記・国家主席・中央軍事委員会主席、李克強国務院総理、張徳江全人代委
員長、兪正声政治協商会議主席、劉雲山党筆頭書記、王岐山党中央規律検査委員会書記、
張高麗国務院筆頭副総理 
 この人事の最大の特徴は、習近平がスタートから中央軍事委員会主席に就任、胡錦濤が完
全引退したことである。 
 翌 2013 年春の全人代では首相が温家宝から李克強に交代した。国務院人事は次の通り。 
首相李克強、筆頭副首相張高麗、副首相：劉延東・汪洋 ・馬凱、国務委員：楊晶・常万
全・楊潔篪・郭声琨・王勇  
この人事の特徴は、財政経済面での継続性と実務者の重視で、国有商業銀行の株式化／
為替制度改革／金利の自由化を推進する周小川が中国人民銀行総裁に留任、為替管理体制
改革の旗振り役楼継偉が財政部長に、対外経済貿易関係のベテラン高虎城が商務部長に、
日本・北朝鮮・台湾関係の専門家王毅が外交部長に選任された。 
 これと共に実施された国務院の新機構改革では、同年 2月の 18 期 2 中全会における＜国
務院機構改革と役割転換方案（草案）＞に則り、“向市场放权、向社会放权、向地方放权”
を旗印に“政企分开”“政资分开”“政社分开”により政府が経済建設型政府から公共サー
ビス型政府に転換することを標榜、具体的な重要改革として以下の 3点が挙げられた。 
①市場の手に委ねる ：投資項目の許認可、生産経営活動の許認可、資質資格の許可、行
政事業費用徴収の削減（“四个减少”）。工商登記制度の段階的改革。  
②民間パワーの活用 ：業界組織や商会を政府と分離。  
③地方の積極性を発揮：投資・生産経営活動許認可権の下放。 
これに沿って、汚職の巣と言われた鉄道部にメスが入り、鉄道発展プランや政策立案は
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交通運輸部に委ねられ、鉄道局も同部に移り、中国鉄路公司が設立されて企業業務を担当
した。また、既存組織を統廃合し、国家食品薬品監督管理総局・国家海洋局・国家新聞出
版広播電影電視総局・国家能源局なども設立された。 
2013 年 3 中全会以後、権力構造再編による権力の集中も進んだ。習近平は国家主席・党
総書記・中央軍事委員会主席に加え、中央財経領導小組・中央国家安全委員会・改革全面
深化指導小組・中央インターネット安全指導小組などのトップの座に次々と就いたが、中
でも、従来、国務院総理が就任していた中央財経領導小組のトップにも就任したことは、
権力集中の象徴的な事例として注目された。 
 
2.経済上の動き 
政治的な動きに合わせて、18 期三中全会以降にはどのように経済政策が進められ、民間
活力の導入はどのようにして政策に盛り込まれていったのだろうか。 
2013 年 11 月の 18 期三中全会では『全面的に改革を深化させる上での若干の問題に関す
る中共中央の決定』が採択され、国有企業改革が主要テーマの一つに掲げられた。2008 年
のリーマンショックに対する緊急対策で焼け太りした国有企業に対しては、経済のモデル
チェンジのネックである、との認識が下されたが、その一方で「国有経済が主体的地位を
占め、主導的役割を発揮し、非公有制経済の発展をリードする」という原則は再確認され、
今後の方針として以下の諸点が列挙された。 
〔1〕国有経済と他の所有制経済の財産権や合法的権益は平等に守られるべき。 
〔2〕従業員の株式の保有や国有資本投資プロジェクトへの民間資本の参加による混合所
有型経済の発展を積極的に奨励すべき。 
〔3〕市場化の手に委ねるには国有企業の現代化が必要。 
①公平と競争、経営効率の向上、社会的責任の分担など一層の改革を進めるべき。 
②国有資本の公益性を重視、国庫納付金の比率を 2020 年には 30％に。 
③国有企業の特定産業分野の独占を打破。 
⑤行政との分離/公共資源の配置の市場化/コーポレートガバナンスの健全化/人事・
給与システムの適正化/財務情報の公開/法外な給与額の是正 
 一方、非公有制経済の発展については、 
〔1〕公有制経済との権利・機会・規則各面での平等化 
〔2〕非公有制経済に不利な規定の撤廃 
が掲げられ、現代的市場システム確立のスピードアップとして以下の 3点が挙げられた。 
〔1〕開放的な市場システム、秩序だった競争原理に基づく市場システムの確立 
〔2〕公平な市場規則の確立 
①地方の保護主義、独占や不当な競争に反対 
②信用システムを確立 
③健全な市場からの退出メカニズムの確立 
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④企業破産制度の確立 
〔3〕価格設定に競争原理を導入 
①政府による価格決定分野を極力限定 
②水・石油・天然ガス・電力・交通・電信など国有企業の独占寡占にメス 
 この大方針が打ち出されたことで、2013 年以降、中小微企業 1 発展促進と民間活力導入
に関する動きが顕著になった。そこでこの時期に焦点を当ててクローズアップしてみるこ
ととする。 
  
3.2013 年以降一気に加速した中小微企業発展促進の動き 
2013 年 11 月の 18 期三中全会に相前後して、「中国は現在、工業化中期～後期へ向かう発
展過程にある」という基本認識に基づき、2013 年末までに既に様々な動きが始まった。2012
年の＜小型微型企業の健全な発展をさらに支持することに関する国務院の意見＞以降、
2013 年末までに出された関連部門による関連文書数は 69 件を数え、29 の一級行政区が「実
施意見」を発表、2013 年の中央財政による中小企業項目向け特別財政支出は 150 億元と、
前年比 8億元増となった。 
また、2013 年 3 月の 12 期全人代で採択された＜国務院機構改革と職能変換方案＞では工
商登記制度改革が示唆され、2013 年 10 月の国務院常務会議で具体的な取り組みを開始、 
許認可権を大量に下放する共に企業登録資本登記制度の改革が謳われ、市場参入の壁の引
き下げ、企業登録資本金に対する条件の緩和、起業コストの引き下げ、民間投資の増加、 
市場活力の活性化といった項目が具体的に示された。 
 こうした動きの中、国家工商行政管理総局が 2014 年 1 月に発表したデータによると、2013
年末時点で各種市場の主体総数は 6062.38 万戸と前年比で 10.33％増え、増加率は前年比
1.78 ポイント増と過去 5 年で最高を記録、2013 年新規登録企業数 250.27 万戸のうちほと
んどが私企業で、前年比 27.63％増となった。その内訳を見ると、第 3 次産業は 191.58 万
戸で 76.55％、前年比 0.52 ポイント増であるのに対し、対照的に第 2 次産業の増加速度は
低下している。また、地域特性から見ると、西部地区の企業・個体企業増加速度が東・中
部地区を上回った。 
これに個体工商戸4436万 2900戸を加えると全体の94.15％に達する。さらに分析すると、
外資企業に占める割合は 53.94％、国有公有企業に占める割合は 61.39％、私企業に占める
割合は 80.72％（個体商工戸を加えると 97％以上）と最も多い。 
小微企業の分野別分布では、工業、卸売小売り、リース、商業サービス分野が 670 万戸
で 64.86％を占め、科学技術分野は 47.76 万戸で、いまだ 4.62％に止まっている。内容的
                                                  
1 「小微企業」とは 
   産業別     営業収入                  従業員数（微企業） 
  農林牧漁業     500 万元以下           50 万元以下 
  工業        2000 万元以下 300 人以下    300 万元、20 人以下 
  飲食業       2000 万元以下 100 人以下    100 万元、10 人以下 
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に見ると、成長速度 30％以上の高成長小微企業は全体の 12％になっている。さらに小微企
業の苦情項目別割合を見ると、市場のニーズ不足による販売不振が 46.84％、市場競争のプ
レッシャー増大が 58.08％、受注不足が 23.74％と、より強力なサポートを必要としている
ことが見て取れる。 
以上から浮き彫りになる非公有制経済と中小企業発展における課題とは、まず発展環境 
の整備であり、その第一に国有企業との公平な競争環境の整備が挙げられる。続いて金融
面でのサポート、税制面でのサポート、信用保証面でのサポート、技術革新の後押し（2013
年に研究開発経費が前年を上回った中小企業は全体の 40％）、行政・司法面での環境整備が
挙げられる。 
第二はコーポレートガバナンスや営業形態の規範化であり、第三が労働報酬（給与）分
配比率の向上と適正化であり、それに伴い、産業構造・労働力構造のグレードアップと生
産性・労働生産性の向上が求められる。 
2014 年 4 月、国務院は小型微型企業の健全な発展を促進することを目的とし、14 地域（吉
林・遼寧・天津・山西・陝西・山東・河南・湖北・浙江・福建・広東・広西・重慶・四川）
に 7組の監督調査チームを派遣し調査することを決定している。 
第三次産業の増加が顕著になって来た点をもう少し掘り下げてみよう。中国のサービス
産業が全体に占める割合は 2013 年末で 45％、先進国が 70％以上であるのと比べるとまだ
かなり低い。また、多くが労働集約型の小微企業である。しかし、ＧＤＰの増加速度は下
降しても就業は以前に比べ穏やかに増加中で、これら中小微企業の就業機会提供比率は全
体の 80％にも達する。 
また、サービス業内の構成変化も起こっており、従来は銀行の融資が主に企業向けであ
ったように第 2 次産業（工業・建築業など）を取り巻く設計・生産・流通などに関するサ
ービス業務が中心だったが、今後は生活サービス（衣食住行など）を主とするサービス業、
例えばインターネット・情報消費・戦略的新興産業・レジャー産業・健康産業・老人介護
などに向かう傾向が強まっていくだろう。 
 
☆「企業登録資本金登記制度の改革」 
 北京市中関村、上海市浦東、福建省平潭などで企業登録資本金登記制度の改革実験が始
まったのは 2009 年のことだったが、2014 年 2 月に漸く国務院から＜登録資本金登記制度の
改革方案に関する通知＞が出され、登録資本金の一般的な最低金額において、これまでの
「有限責任会社は 3万元、個人による有限責任会社は 10 万元、株式会社は 500 万元」とい
う制限が取り払われ、1元でもあれば会社を設立できるようになった。また、会社を設立す
る時の発起人の最初の出資比率については規定せず、出資方式や出資時金融資産比率など
の制限も撤廃され、住所の登記手続は合法的な使用証明書さえあればすぐ登記可能になっ
た。さらに企業の年度検査制度も同年 3月 1日より年度報告公示制度に変更された。 
 これに伴い、同年 1 月には、既に遼寧省で登録資本金登記制度改革が試行されており、
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最初の１か月で昨年の実績を 50％以上上回った。 
広西チワン族自治区東興国家重点開発開放試験区企業登録制度改革実験拠点でも同月、
新制度に基づく最初の営業許可証が交付された。 
2 月には天津市で三種類の最低登録資本金制限が撤廃され、浙江省でも登録登記申請一部
不備書類受理制度を推進し、「申請者の申請書類中、重要性の低い書類に多少の間違いや記
載漏れがあっても先に受理して審査し、補填補正すべき資料、期限切れの場合の対処方法
などは一括して通知する」こととした。 
3 月には上記の通り工商総局が企業の年度検査制度を撤廃し、営業許可証も 15 種類から
8 種類へ簡素化され、正本はＡ3、副本はＡ4 に統一され、同月、四川省でも最初の新営業
許可証が交付されている。  
また、今後の課題として、新訂＜会社法＞に則って、＜企業登録資本金登記管理規定＞
＜企業法人登記管理条例施行細則＞など 7 部門の規定の改定、具体的な＜改革推進方案＞
＜推進規則＞＜具体的方法＞＜関連措置＞などの整備も提起された。 
 
☆金融面のサポート 
 2013 年の小微企業借入額は 13 兆元余りで、前年比 14.2％増と、大中企業借入伸び率を
上回っている。満足な融資が得られなかった小微企業は 80％以上に上り、信用度に応じた
融資保証制度の確立が急務となった。同年の小微企業経営状況はやや改善してはいたもの
の、利益は低迷し、支出増加企業が 63.7％を占め、利益が横ばいあるいは低下した企業は
前年の 57.7％から 62.5％に増加した。こうした中、2013 年 8 月に設けられた小微企業優遇
税制の恩恵を受けていない企業がなお 56.9％にのぼっていた。これらの企業が真っ先に借
入を考える相手先は依然として、銀行が 74％（大銀行 12.44％、中小銀行 32.89％）を占め
ていた。 
 起業投資を促進する手段として、政府による起業投資誘導基金、即ち“種子基金”があ
る。2005 年に中央政府 10 部門による＜起業投資企業管理規則＞が設けられ、国や地方政府
が起業投資誘導基金を設立して民間資金を起業投資に振り向ける道筋を作ることを許可し、
中小企業（起業型・高成長型）に対するベンチャー投資を大量に促す道を開いた。 
しかし、基金運用組織の多くが政府の委託を受けた国有企業や事業組織で、専門知識が
不十分なため投資性向が保守的になり、同時にまた起業への投資は利益回収が遅いが故に
民間からの投資参加も消極的だった。 
商業的な起業投資のモデルは[出資者→起業投資家→起業家]だが、政府による起業投資
誘導基金のモデルは[政府→基金管理会社→下部基金と出資者→起業投資家→起業家]と 2
重の代理関係となり、コスト増とリスク増が重なり、また、政府資本の場合、臨機応変に
撤退しにくい点も加わった。 
少額金融会社は 2013 年末時点で全国 7839 社を数えた。貸出残高は 8191 億元、年間新規
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貸出額は 2268 億元に達したが、営業モラルなどで問題が頻出した。“再貸款”2も創設され、
2014 年 3 月、中国人民銀行は小企業支援用“再貸款” 500 億元を用意した。前提条件は、   
①前四半期末の小微企業向け融資の伸びが同時期の他の融資の平均伸び率を下回ってい
ないこと。 
②融資増加額が前年同期を下回っていないこと。 
が挙げられ、貸出条件は期限 3ヶ月、６ヶ月、1年間の 3種。但し最長 3年まで延長可とし
た。また、利率については基準金利より引き下げることを決定した。  
 こうした動きと併せて、中央銀行は小微企業信用システムを建設することとし、既に 2013
年末時点で 243 万戸の小微企業と 1億 5100 万戸の農家に関する信用調書を作成している実
績をベースに、2014 年 3 月、中国人民銀行＜小微企業・農村信用システム建設加速に関す
る意見＞を出した。その目的は、「活動 6目標の明示」にある。 
①信用情報収集システムの健全化   ④テストエリアの建設 
②信用等級の整備          ⑤政策サポートシステムの健全化 
③信用情報の提供と応用に関する制度 ⑥宣伝推進作用の発揮。 
 同年 4 月、国務院常務会議は小微企業向け税制優遇措置の緩和を決定、年課税対象所得
額の上限を 6 万元から 10 万元に、優遇実施期間を 2016 年まで延長し、優遇措置享受小微
企業は 85％以上に達した。また、財政部、工業＆情報化部、科学技術部、商務部なども「中
小企業発展特別資金管理暫定規則」を打ち出し、科学技術型中小企業の技術革新に最高 300
万元の無償補助を与えることとした。 
 
 以上の経過から、2013 年の三中全会を一つの契機とし、その前後に、中小微企業育成と
民間活力導入のため、多くの改革や試みが始まったことを見て取ることが出来る。勿論、
掛け声通りにすべてがうまくいったわけでもないが、その後現在に至る継続した取り組み
の中で、新たな動きや見るべき成果も上がっている。 
紙数の関係でその後の全体的な政策のフォローは別の機会に譲るとして、これらの改革
が波及したことによって、どんな変化が起き、どんな問題が生じているのかを個々の分野
別に分析することとする。かといって全ての分野を取り上げることは到底不可能であり、
また、エネルギー分野は金子論文に詳しいので省き、民間活力の伸長が最も顕著な分野の
一つ「通信・ネット関係分野」、最も重要な分野の一つ「金融分野」、最も必要な分野の一
つ「介護福祉分野」に主として焦点を当て、さらに他の幾つかの分野についても、簡単に
現状を分析する。 
第二章 ＩＴ産業における民間活力                                                   
－民間活力の伸長が最も顕著な分野－ 
                                                  
2 中国人民銀行から商業銀行、さらに一般顧客に貸すこと。商業銀行とは、小型都市商業銀行・
農村商業銀行・農村合作銀行・村鎮銀行などを言う。 
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 1.中国のネットの現状 
中国のネット人口は 2014 年末時点で 6.49 億人、年間で 3100 万人増加した。インター
ネット普及率は 47.9％、北京・上海・広東などは 65％以上、江西・貴州・雲南などは 40％
未満で、都市部 62.8％、農村部 28.8％の普及率になっている。 
2014 年 2 月に中国インターネット協会が発表した＜2014 年ネット産業発展の現状と変革
の展望＞は、現状を分析しその特徴として以下の諸点を挙げている。 
①ブロードバンド化の加速。モバイル通信は 4Ｇ時代へ。 
②インターネットのスマート化。クラウド、ＩＯＴ 3、ビッグデータなど。 
③インターネット競争の激化。法制化、自律化へ。 
④モバイルインターネットの発展。インターネットＭ２Ｍ化4、IPv6 アドレス個人化5。 
  ⑤従来型産業のインターネット化。三大通信キャリア6、ネット化加速。 
   ⇒ネット経済の実体化と実体経済のネット化。  
  ⑥インターネットが新業態の生みの親に。 
   “大智移雲”（ビッグデータ、スマート、モバイル、クラウド）時代。 
  ⑦インターネットソーシャルネット化。Ｏ２Ｏの発展7。電信業務 OTT 化8。映像配信
サイトの YouTube、ボイスチャット・メッセンジャーの Skype や LINE など。  
⑧インターネットのイノベーションをより開放的、システマティックに。 
2014 年 4 月には北京で「隣里中国」の発表会があった。「隣里中国」とは、クラウドを利
用し、地域の生活サービスを重点にして近隣関係を構築する新サイトで、中心ネットに若
干の下部サイトを加えて全国大中小都市に個別に対応し、15 分サービス圏の形成を目指し
ている。 
同年 9 月には、無錫新区物聯網（ＩＯＴ）産業研究院の主導した研究成果の 2 つがＩＯ
Ｔ国際基準として成立している。こうした趨勢を背景にＩＯＴ産業は急速な発展を見せて
おり、2014 年の産業規模は既に約 7000 億元に達している。また、全国小中高校の 74％に
インターネットが接続したことも、若年層のインターネット化推進の原動力になっており、
                                                  
3 モノのインターネット（Internet of Things ）のこと。インターネットにパソコン、サーバー、
プリンタ等 IT 関連機器以外の様々な“モノ” を接続する技術。“モノ”にはスマホやタブレッ
トを含むパソコン類の他に、様々な機械類やその他、例えばウエアラブル端末も含まれる。 
4 「Machine to Machine」の略。モノ（機械）とモノ（機械）があらゆる通信手段（ネットワー
ク）を用いてつながり合う仕組みやその通信形態。モノ同士が人を介さずに情報交換を行い、自
動的に制御を行う仕組み。 
5 インターネットプロトコル バージョン 6 の略。IP アドレスの新しい規格。ほぼ無限と言って
いいほど膨大なアドレスを利用することができる。 
6中国移動通信（中国移動、チャイナ・モバイル）、中国聯合通信（中国聯通、チャイナ・ ユニ
コム）、中国電信集団（中国電信、チャイナ・テレコム） 
7 オンラインとオフラインの購買活動が連携し合ったり、オンラインでの活動によって実店舗な
どでの購買を促進すること。類語に「B2B」（Business to Business）、「B2C」（Business to Customer）
がある。 
8 OTT（ Over The Top）化とは、さまざまなコンテンツやサービスを通信事業者が提供する回線
などを経由して“最も上の階層で提供する”ことを指す。 
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今後、ますます普及が加速することは間違いない。 
      民間活力の導入がひときわ進んでいるこの業界だが、中国の場合、その発展に立ちはだ
かるのが政府による情報統制だ。厳しいネット規制の目的はＳＮＳの不正情報取り締まり
で、「テロ分子に打撃を与えるため」と称されている。この結果、フェイスブックやツイッ
ターは規制された（香港は対象外）。 
最近の動きをみると、2014 年 2 月には「共産党中央インターネット安全・情報化指導小
組」が成立、同年 7 月には、対話アプリに検閲専門スタッフ配置も義務付けられた。対話
アプリ「ＬＩＮＥ」が中国で不通になり、韓国の「カカオトーク」も同様の憂き目にあっ
ており、当局は、2019 年には情報通信技術の 75％を管理可能にする、と広言して憚らない。 
その後も、2015 年 2 月には中国ＩＴ・通信大手 50 社が法律順守とネット情報管理強化の
提議書に署名し、3月にはブログやＳＮＳ利用者の実名登録も義務付けられた。 
こういった状況により生ずる不便を補完するものとして、ミニブログ新浪「微博」（ウエ
イボ）やテンセント「微信」（ウイーチャット）といった中国オリジナルネットがあり、「微
信」は 2014 年 9 月時点で海外ユーザーが 2 億人を突破、12 月には月間利用者が 5 億人に
達し、月間利用者も 4.68 億人に達している。 
ちなみにフェイスブック傘下のワッツアップのユーザーは 6 億人、ＬＩＮＥは 1 億 7 千
万人である。 
 
2.スマホ業界 
2014 年、世界のスマホ販売数は 12 億５千万台、中国スマホは 4億台以上に達した。 
【世界市場のシェア】              
2014 年              2015 年第 2四半期 
①アップル  20.4％     ①サムソン  22 ％ 
②サムソン  19.9％     ②アップル  14 ％           
③レノボ    6.6％      ③ファーウエイ 8.9％ 
④ファーウエイ 5.7％     ④シャオミー 5.3％ 
⑤シャオミー  5.1％       ⑤レノボ    4.8％  
(ＩＤＣ社調べ) 
【中国市場のシェア】 
2014 年全体            2015 年第２四半期          
①シャオミー   14.97％           ①サムソン  21.7％    
②サムソン     14.38％         ②アップル  14.1％    
③レノボ       11.65％         ③ファーウエイ 8.9％       
④アップル     11.48％          ④シャオミー   5.3％      
⑤ファーウエイ 10.18％       ⑤レノボ       4.8％   
(ＩＤＣ社調べ) 
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2014 年に新興勢力として俄然脚光を浴びたのが、同年創業 5 年目を迎えた小米だった。
小米の同年の売上高は 743 億元で前年の 2.4 倍、販売台数は 6112 万台で日本全体のほぼ 2
倍に達した。その特徴は、アマゾンのキンドルストアをモデルに、スマホ本体よりネット
販売利益率のほうを高く、即ちソフトで稼ぐ点で、ネット販売が利益の大半を占めた。ス
マホに載せた基盤ソフト「ＭＩＵＩ」で利用者に広告・有料ゲームを配信し、2014 年下半
期には利用者が 7000 万人を突破した。 
一方、価格面でみると、小米 4 はサムソンのギャラクシーＳ５の半額に過ぎない。それ
でありながら高性能基幹部品を重視し、液晶パネルや画像センサーなどは日本製を重視し
た。宣伝方法もスマホ、ＳＮＳをフル活用した口コミ宣伝を使い、ウエイボーなどで満足
感を伝達した。2015 年 1 月には 5.7 インチ大画面スマホ「小米ノート」9を発表、サムソン
（ギャラクシー４）、アップル（ｉＰhone６プラス）の半額で発売した。 
こうした躍進の理由について雷董事長は以下の 3点を挙げている。10 
   ①ＳＮＳでのスマホ販促が可能になった。 
   ②中国が世界の工場になり、製造の外部委託が可能になった。 
   ③中国消費者の購買力が向上した。 
 さらに今後の課題として以下の 3点を指摘する。 
①ゲームなどで有力なコンテンツ供給元を確保できるか。 
②よい部品を調達できれば誰でもよい製品が作れる。新興企業の追い上げにどう対
処するか。 
③基盤ソフト「ＭＩＵＩ」でネットサービス事業の拡大を模索する。  
 一見好調を維持して来た小米だが、競争の激化に伴い 2015 年の伸び率は鈍化傾向にある。 
既に“小小米”と呼ばれる新興スマホ企業が 60 社以上乱立し、高性能の新機種を次々と発
売している。それゆえ、小米ノートも大幅な販売増には結び付いていない。売上高の 9 割
が中国国内である小米にとって、今後の生き残り戦略のカギを握るのは海外進出であり、
インドやブラジルに熱い視線を注いでいる。 
珠海市魅族科学技（メイズ）も注目企業だ。メイズは 2009 年にスマホに参入、中国初の
大画面タッチパネル高画質スマホを発売したがその後失速し、近年、再度小米を追撃し始
め、2015 年 2 月に低価格スマホ（699 元）を発売した。同年 6 月には高性能新型スマホＭ
Ｘ5を 1799 元で発売し、小米追撃の主力商品に据えている。 
アリババは家電に強い「京東商城」やネットスーパーの「1号店」に対抗するためメイズ
と提携、メイズに 5億 9000 万ドルを出資して、アリババのネット通販で買い物をしやすい
スマホを共同開発している。 
この業界では外資系民間企業との競争も激しい。 2014 年下半期は、9月にサムソンが金
                                                  
9液晶パネルはシャープ、ジャパンディスプレイ、画像センサーとリチウムイオン電池はソニー
を使うなど、日本製を重視している。 
10日本経済新聞 2015 年 1 月 16 日 
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属製フレーム「ギャラクシー アルファ」を発売したが、これに対しソニーは 1091 億円の
赤字を計上、中国向け専用機種の生産販売を停止し 1000 人を削減、戦略の再構築を迫られ
た。また、10 月にはレノボがモトローラの買収手続きを完了している。 
10 月に注目されたのはアップルで、新型スマホｉＰｈｎｅ6 を発売するや、中国では予
約開始 3日で 2000 万台を販売、年末商戦でも大健闘して劣勢を挽回、2014 年第 4四半期は
四半期過去最高額を記録した。挽回のカギとなったのが高価格帯に製品を絞ったことで、
サムソンが広い価格帯ゆえに中国企業の激しい追い上げに遭ったのとは対照的だった。 
2014 年スマホ世界７位のＴＣＬも販売増を目論んでいる。ＴＣＬは 4Ｇ（高速データ通 
信）に素早く対応、フランス企業から買収した「アルカテル」ブランドをベースにした海
外販売をてこ（アメリカで 80％増）にして復活。中国国有通信 2 社に新 4Ｇ規格【ＦＤＤ
－ＬＴＥ】事業免許が交付されたのを更なる追い風にしてテレビのネット接続による事業
で底上げを図り、買い物・映画・ゲームなどの利用者の増加を見込んでいる。2015 年の 1
～5月のスマホ売り上げ高は前年同期比 43.8％増を記録した。 
このほか、中国移動通信も 2014 年からｉＰｈｎｅ販売を開始、宏達国際電子はＫＤＤＩ
と「ＨＴＣバタフライ２」を共同開発、シャープもソフトバンクと「アクオス クリスタル」
を共同開発した。中国格力は 2015 年 3 月に、将来達成目標 1億台を掲げ、2015 年中にスマ
ホ生産に参入する旨表明した。深圳市卓翼科技などに生産を外部委託し、全土のエアコン
販売店を通じて幅広い価格帯の製品を供給するという。オプティズム（スマホ向けソフト
開発会社）は海信（ハイセンス）と協力して画面共有サービス「オプティア」を搭載した
中国高齢者向け高級スマホ「Ｅ３６０Ｍ」を開発して特色を打ち出している。 
 
 中国では、これまで民間企業の参入が許可されない業界が多く、その分、規制の少ない
新興業界に民間活力が殺到したが、スマホ業界はその最たるもので、初期投資が少なく、
委託生産などで容易に参入出来る点も加味され、民間での起業が相次いでいる。さらにこ
の分野は外資との競争も激しく、そこで揉まれることで時代の先端を先取りし、結果とし
て中国経済の今後の発展に必要な様々な新しい取り組みを提供している。この点は以下に
分析するゲーム機業界やネットビジネス分野でも同様に顕著に見出される。 
 
3.ゲーム機業界 
コンテンツビジネスの窓口であるゲーム機市場はまさに新興市場と言ってよい。2010 年
333 億元だった市場が 2013 年には 891.6 億元成長したが、この発展の起爆剤となったのが
2013 年秋の中国政府による家庭用ゲーム機の解禁である。当初の条件は上海自由貿易試験
区に進出することであったが、今後急速に全国に広がることで想定される巨大な市場を視
野に、2014 年以降特に外資企業を中心とした参入が相次いだ。 
ゲーム機解禁前の中国はオンラインゲームが中心だったが、解禁されたことで、2014 年
7 月 31 日から開催された「第 12 回上海チャイナジョイ」では家庭用ゲーム機が脚光を浴び
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た。同年 9月、マイクロソフトは最新機種「ＸＢｏｘ ＯＮＥ」（3699 元、日本での 1.5 倍）
を中国で発売、全国 37 都市、4 千か所に体験コーナーを設け、一週間で 10 万台完売した。  
その特徴は、ソフトが高ければ海賊版の製造を助長するため、[ハードは高く、ソフトを
安く] と価格を設定したことであろう。また、これまで教育への悪影響を心配して禁止さ
れていた点を逆手に取って教育への活用を進めた点も斬新で、2014 年 11 月からは、2～8
歳向けオンライン英語教育サービスも開始している。 
ＳＣＥ（ソニー・コンピュータエンタテインメント）は 2014 年 5 月に上海東方明珠集団
とゲーム機製造販売合弁会社設立し、「第 12 回上海チャイナジョイ」ではＰＳ４体験コー
ナーを設け、翌 2015 年 3 月、据え置き型ＰＳ４（2899 元）と携帯型ＰＳヴィータ（1299
元）を中国で発売、中国語対応のゲームソフトも用意した。 
ソフト面ではスクエア・エニックスが「ファイナルファンタジー」シリーズをＰＳ４に
提供し、ソフト会社 70 社（中国企業 25 社）がＰＳ４向けゲーム開発を担当している。Ｓ
ＣＥは 2015 年 5 月に上海市の政府系企業、上海東方明珠集団と提携、合弁会社 2社を設立
してＰＳを現地で製造販売することとした。 
外資系の動きに対し、ＴＣＬ・中興九城といった中国勢は、基本ソフトと中核半導体に
スマホ向けを使用した安いハードで勝負をかける戦略で、2015 年に入ると、ソニーなどを
出し抜き、はや 4 月に国内向けの販売を開始した。ＴＣＬはテレビとスマホという異なる
画面で対戦できるゲーム機Ｔ２を切り札にしている。価格も 699 元と安い。 
 
4. ネットビジネス 
中國デジタル世代にとって、もはやｉＰｈｏｎｅでのネットショッピングは当たり前に
なっている。すでに 2014 年時点で市場規模は 2 兆 7800 億元に達し、中国小売総額の 10％
を突破（アメリカ 5～6％）した。海外との取引額も 2016 年予想は 6.5 兆元で、ここ数年、
年平均 30％増を記録している。 
2014 年 6 月の対 2013 年末比携帯活用率を見ると、支払時の使用が 25.1％から 38.9%に拡
大し、支払自体は 63.4%増となっている。支払い内容による内訳はショッピングが 42.0％
増、集団購入が 25.5％増、旅行予約が 65.4％増である。 
2014 年 9 月時点でのＢ２Ｃ市場シェアは以下の通り。 
 ①アリババ「天猫」57.4％   ④唯品会     1.9％ 
 ②京東商城    21.1％   ⑤蘇寧易購    1.6％ 
 ③国美在線     3.0％   ⑥アマゾン中国 1.5％ 
（CECRC、www.100EC.cn） 
ただ、2014年10月に国家品質検査総局が行ったネット販売商品サンプル調査の結果では、
品質合格率が 73.9％で、4 分の 1 以上の商品が品質に問題があり、消費者の信頼を得るに
は程遠い結果だった。しかし一方でネットショッピングは辺鄙な農村地帯に急速な広がり
も見せ始め、2015 年 6 月時点でネット向け商品製造販売農村店舗は 7万軒に達し、全国 200
13 
ヶ所以上にタオバオ村が出現するなど、農村ネット通販が普及し始めている。 
 
☆主な企業の動向 
「アリババ」 
1999 年に企業間電子商取引サイトを立ち上げたアリババは、その後 2003 年に個人向けネ
ットオークションサイト「タオバオ」を、2004 年には消費者の不安を解消する切り札とし
て、独自オンライン決済システム「アリペイ」を開設、2008 年には個人向けネット通販サ
イトとして、現在の「天猫」の前身「タオバオ商場」を開設すると同時に受注管理など小
売店が使い易いソフトも多数用意した。 
こうした努力の結果、2013 年にアリババはネット市場の８割以上を占め、アリババ通販
サイトには 800 万の事業者が出店、同年秋には海淘族”（海外輸入品愛好者）取り込むため、
個人向け小口配送が審査手続不要である利点を利用して「天猫国際」を開設した。2013 年
には 1800 万人が海外商品を 2160 億元購入している。その収入源は出展者からの広告費と
技術サービス料で、アリペイを介した決済で手数料収入も得ている。 
出店する外資企業は、補償金 2.5 万ドル、年間固定費 1 万ドルが条件で、2014 年以降は
中小企業を中心に日本企業の出店も増加している。ネット上でいかに中国人の口コミに食
い込むかがキーポイントになってきているのである。 
アリババはまた、2014 年 4 月に中国百貨店大手、銀泰商業集団に 25％出資し、アリババ
のネット通販サイトと銀泰の中国国内 30カ所以上の商業施設との連携を図るＯ２Ｏ戦略を
推進している。 
アリペイでは公共料金支払いも行われるようになったことで、2014 年 3 月期のアリペイ
決済額は 6230 億ドルに達し、同年第３四半期のネット通販サイト総取引額も 5556 億 6600
万元と、前期比 48.7％増となった。2015 年 6 月からはヤフーの購入に、7 月からはＫＦＣ
とも、全国 5000 店舗での決済への第一歩をスタートさせている。 
タオバオも 3800 億元（38.2％増）、天猫は 1760 億元（77.8％増）で、同年 9月時点で恒
常的利用者が合計 3億 700 万人を数え、スマホなどモバイルの取引が 35.8％を占めた。  
 毎年話題になるネット通販大バーゲンの 11 月 11 日独身の日（双十一）は 2009 年から始
まったが、アリババを筆頭に年々目を見張る発展を遂げている。  
   ＊参考：（双十一）これまでの実績（各社合計）      
   2009 年：   0.52 億元      2013 年： 362    億元 
2010 年：   9.36 億元      2014 年： 571    億元 
2011 年： 52    億元      2015 年 1229.37 億元 
   2012 年： 191    億元 
 
急速な発展を遂げているアリババのネットビジネスは今後へ向けてどんな動きを見せて
いるのだろうか。そのキーワードは多角化である。「微博」を傘下に入れたが、その利用者
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は先細りで、動画配信、ブラウザー、デパートなどのＭ＆Ａを活発化させている。 
最も顕著な動きは金融事業の展開であろう。2013 年秋に個人向けオンライン資産運用商
品「余額宝」を始め、2014 年 9 月にはニューヨークに上場して 250 億ドル以上を調達する
と同時に、タオバオに出店する中小零細企業を融資対象とする浙江網商銀行設立認可を取
得（アリババが 30％出資）、翌 10 月には「螞蟻金融服務集団」を設立した。これはアリペ
イを核にして、ネット通販サイトに出店した中小事業者向け融資・消費者投資・保険商品
の販売を扱うものだ。  
旅行業にも進出している。中国国内外の旅行社・航空会社・ホテルなど 1万社と提携し、
アリペイを活用して予約・支払・払い戻しをすべてスマホなどのネット上で行う「去啊」（ア
リトリップ）を 2014 年 10 月に立ち上げた。今後、ネット通販に続く主力事業に育成しよ
うと目論んでいる。中国のオンライン旅行予約市場は 2016 年には 4000 億元に達すると言
われ、携程旅行網・去哪兒・芸竜旅行網などが先行していた。最大手の携程旅行網（シー
トリップ）は 2015 年 5 月に芸竜旅行網（イーロン）を買収、同社の株主、米エクスペディ
アとも協力関係を築いている。 
中古車販売事業にも参入している。中国の中古車市場はすでに新車市場の半分にまで成
長し、2014 年中古車取引台数は前年比 16.33％増の 605 万 2900 台、取引額も 26.03％増の
3675 億 6500 万元に達した。アリババは 2014 年 8 月、中古車販売事業に参入し、自動車デ
ィーラー大手、広匯汽車服務と組み、中古車をタオバオでネットオークションにかけ、購
入者には自動車ローンも提供することとした。これによって自動車流通市場に大変革がも
たらせられようとしている。 
タクシー配車アプリやバスチケット予約ネットサービスにも参入した。アリババが筆頭 
株主になった中国トラヴィス社（スマホ配車サービス）にはソフトバンクも出資している。
こうした動きに対抗して、スマホ配車サービス最大手「快的打車」と第２位「滴滴打車」
は 2015 年 2 月に合併し、生き残りを模索し始めている。医療分野でも、中国で拡大する需
要を取り込むため、2015 年 4 月に医療通販をグループ会社「阿里健康信息技術」に集約し
ている。 
 興味深い取り組みもある。天猫が小規模な家電メーカー10 社と提携、個々の顧客のニー
ズをくみ上げる小型家電製品の注文生産を開始したことは、顧客の発掘における独創的な
試みとして注目されるべきであろう。 
もう一点、注目すべきは、ネットサービスの一元化（ネット通販、クラウドサービス、
ネットゲーム、ネット広告など）を図るため、クラウドを見据えた独自開発の「阿里雲Ｏ
Ｓ」（2011 年に開発）を普及させていることだ。2014 年 5 月には「阿里雲」香港データセ
ンターがオープン、世界クラウド市場に参入し、アマゾンの「ＡＷＳ」、マイクロソフトの
「Ａｚｕｒｅ」に挑戦する意欲を示している。 
アリババは今後毎年 10 億元を投じて関連するＩＴ関係のインフラ整備を行う方針だが、
この分野ではすでに華為技術や中興通訊、ＩＢＭ・ＮＥＣ・富士通などがしのぎを削って
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おり、アリババがデータを解析した提案型のコンサルティングによるビジネスでどう対抗
するか、注目される。このほか、さらなる尖端技術の開発も始め、2015 年 10 月には中国科
学院と組んで、盗聴を防ぐ次世代暗号技術「量子暗号通信」の研究にも着手している。 
 
「テンセント」 
ネットソーシャルメディア最大手であるテンセントは、2014 年、華南城ホールディング
ス（物流施設運営）に出資して物流整備に乗り出し、2014 年 2 月には、国金証券とネット
金融商品「佣金宝」を販売して証券分野への進出を果たした。 
同年 3 月には京東商城に出資して「微信」の 4 億モバイルユーザーを誘導、さらにポー
タルサイト「捜狐」の検索子会社に出資してバイドゥにも攻勢を仕掛けた。また、2015 年
4 月にはカルフールと提携し、オンライン決済アプリ「ウイーチャット・ペイメント」での
支払いを可能にしている。 
中国は世界第 2位の医療健康市場と言われているが、ここでも同年 9月に医療健康ネッ 
ト企業丁香園に 7000 万ドルを投資して参入、医療健康市場はあっという間にアリババ、バ
イドゥ、テンセントなどがしのぎを削る戦場と化した。 
  
「バイドゥ」 
中国検索市場で 8割のシェアを誇っていたバイドゥは 2013 年、Ｏ２Ｏ（オンライン・ツ
ー・オフライン）への対応としてスマホ用アプリ配信企業「91 無線網絡」、共同購入サイト
「糯米網絡」を買収、2014 年第三四半期にはモバイル経由収入が収益の 3 分の 1 を突破し
た。バイドゥはＬＢＳ（位置情報サービス）面での強みをＯ２Ｏに存分に活用、日本での
インバウンド消費の拡大に目をつけ、2015 年 4 月に、日本から中国の 60 万のサイトにアク
セスすると日本の商業施設や観光施設の情報をゲットできる訪日中国人観光客向け広告配
信サービス（アドネットワーク）を始めた。 
また 2015 年 6 月には、ネット上の広告がどのくらい深く読まれたかを測定する技術を開
発した東大発ベンチャー、ポップインを 10 億円で買収、ネット広告業でしのぎを削るグー
グルへの対抗意識をあらわにしている。  
 
主要 3 社の動きを分析したが、このほかにもこの分野では多くの民間企業（外資系を
含む）が活発な活動をしている。ここでは紙数の都合上省くが、Ｏ２Ｏの発展の一例とし
て[大連万達]の動きをチェックしておこう。 
大連万達集団は中国全土で大型ショッピングモール「万達広場」を展開している企業で、
出店箇所は 100 ヶ所にも及ぶ。「万達広場」年間来客数は延べ 15 億人に達している。この 
大連万達がテンセント、バイドゥと共同出資してネット通販新会社を設立した。「万達広場」
に出展する企業の商品をネット上でも販売し、テンセントやバイドゥのサイトから利用者
を誘導しようというものである。つまり、インターネットでの来店を促進し、実店舗に呼
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び込もうとする戦略である。 
モールへ行くと、顧客のスマホに関心がある分野の商品割引券や広告が提示される方式
で、2016 年にはポイントカード会員数を 1 億人にし、これをビッグデータに入れて顧客情
報を解析する。 
 2015 年 9 月、大連万達は、アリババから 2 割の出資を受け入れた蘇寧と提携した。蘇寧
のＯ２Ｏ部門を受け持つ蘇寧易購雲店をＳＣに出展させる。こうした実店舗型業態による
生き残りを目指した再編は今後ますます増えるだろう。 
 この業界の動きは日増しに激しくなってきており、2015 年 10 月にはアリババとテンセン
トが割引クーポンサイト事業を統合する「共同購買」の方針を打ち出した。11ネットを通じ
た評価や割引で実店舗に客を誘引するという。これまたＯ２Ｏを提供するポータルサイト
である。バイドウとの三強鼎立は新たな転機を迎えつつあると言っても過言ではない。 
 
5. コンテンツビジネス 
コンテンツビジネスの動きが活発になったのはまさにここ 2 年ほどである。主要各社の
動きを追ってみよう。 
テンセントは売り上げの半分以上がゲームで、2014 年 11 月にはワーナー・ミュージック
と音楽配信で提携、12 月にはＳＭＥとも中国での音楽配信サービスで提携、独占権を取得
し、ＱＱ（ＳＮＳ）の「ＱＱ音楽」で視聴できるようにしている。日本でも投資活動を行
い、「エイミング」（オンラインゲーム開発）に出資、人気タイトル導入を加速させ、ゲー
ムをスマホで中国に配信する。 
アリババも 2015 年 3 月、テレビ番組・映画製作企業の「北京光線伝媒」に出資し、映
像コンテンツ企業との関係強化に動いている。アメリカナスダックに上場を果たした中国
のスマホゲーム配信中堅企業「スカイモビ」はゲーム配信スマホアプリ「マオパオ・アッ
プストア」を開発運営し、その利用者は既に 1億 4700 万人に達していて、2015 年からは日
本のアニメや漫画の登場人物を使った日本製ゲームの取り扱いも始めた。 
 一方、香港の映像コンテンツ制作・配信会社ＨＫＴＶ（香港電視覚網絡）は中国大陸や
東南アジアへの進出を企てており、中国本土ではテンセントに自社制作ドラマの独占配信
権を供与している。同社はドラマを制作してユーチューブで配信、アクセス数は年間 540
万件に上る。ドラマの中に出展企業の製品を盛り込み、スマホでドラマを見ながらそこに
登場する商品を画面下のサイトで購入するシステムで、日本からも日本郵政グループなど
10 社余りが出店している。 
小米もこの分野に進出し始めている。同社によれば、今後動画関連分野に 10 億ドルを投
入すると言う。既に 2014 年 11 月には 0.6 億元程度を出資して中国動画最大手「優酷土豆」
と資本業務提携し、小米のスマホ利用者向け専用動画コンテンツ（情報の内容）や動画ア
プリを共同で開発し、ドラマや映画を共同制作、スマホ向け動画アプリと関連技術の研究
                                                  
11日本経済新聞 2015 年 10 月 9 日 
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開発も行っている。 
また 2014 年 11 月には、バイドゥ傘下の動画サイト大手「愛寄芸」に 18 億元出資した。
これに対しバイドゥ側は追加出資で経営権を維持しつつ、小米の参加を歓迎して協力関係
を築いている。両者は 20～30 歳代の若者がスマホでコンテンツを楽しみやすいようにスマ
ホ用動画コンテンツを共同開発する。 
日本企業も攻勢に出ている。ガンホー・オンライン・エンターテイメントはテンセント
と提携し、日本最大のスマホゲームで利用者累計 3 千万人を誇る人気スマホゲーム「パズ
ル＆ドラゴンズ」を 2015 年中期から配信、集英社はテンセントと共にスマホなどへのネッ
ト配信を模索、講談社も網易とスマホなどへのネット配信を模索する。網易は中国三大ポ
ータルサイトの一つで、オンラインゲームに強く、オークションやオンラインショッピン
グなども可能だ。講談社は月刊誌「勁漫画」を発刊、作家・編集者・雑誌・作品などをす
べて現地化し、アニメやゲームのコンテンツへの提供を目論む。日本アニメーションは“ち
びまる子ちゃん”を大手動画配信サイト「土豆」「優酷」「愛奇芸」「楽誌視」を通じて即日
無料配信し、海賊版流通の防止を図っている。 
2015 年、この業界に音楽市場形態で新たな動きが始まった。これまではスマホが一つあ
れば「ＱＱ音楽」「多米音楽」「酷狗音楽」など自由に視聴できた。累積ユーザー2.5 億人を
抱えた多米音楽もその一つだったが、実は版権料支払いが莫大で、その他のコストもかか
り、視聴者からの収入もなし、ということで収支はやっとトントン、収入は三大通信キャ
リアとの分け前や広告料などに頼っていた。加えて 2015 年 5 月、ユニバーサルミュージッ
ク、ソニー、ワーナーの三大音楽出版社が国内主要ネット音楽配信会社に 6 月 5 日までに
有料化をスタートするよう要求するなどの事態も発生した。 
これに対し、アリババによる蝦米音楽・天天動聽買収、恒大集団による音楽会社設立と
いった横断型資本の音楽市場参入が始まったことで、業界の再編成に火が付いた。ただ、 
この業界のこういった動きは著作権問題が大きく絡んでいるため、政府がどのようなルー
ル作りをするかによって今後のビジネス動向が決まって来る。政府はすでに知財権保護へ
強力にかじを切っており、法整備が急速に進められると主に、取り締まりも日に日に厳し
さを増していいて、関係案件に対する司法の厳しい判決も度々耳にするようになった。こ
れについては詳述しないが、規範化が進むことによって業界ルールが整備されることは、
民間企業にとってはむしろ正当な競争がしやすくなるメリットが大きいと思われる。 
    
ＩＴ産業における民間活力の導入は、新しい分野であるからこそ日進月歩に拡大進化す
る可能性を秘めている。また、この分野では外資企業との合従連衡も激しく、それだけグ
ローバルな経営感覚も求められる。ただ、非公有制経済組織に対する共産党の組織工作は
厳しさを増しており1212、台頭著しい小米にも党支部が設けられたというニュースが最近伝
                                                  
12詳細な取り組みについては、林汐主編（2013.3）『非公有制经济组织和新社会组织党务工作通
用规程与实务精编』人民出版社に詳しい。 
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わった。成功した民間企業の経営者は続々政治協商会議に取り込まれており、優れた民営
企業が次第に翼賛企業にされることで発展の勢いを消失する例は自動車企業などで既に垣
間見られている。この点は今後の問題として考慮されなければならないだろう。 
第三章 金融分野                                              
―最も重要な分野―  
1.金融国際化への環境整備：自由経済区の試み 
 2015 年 3 月 24 日、習近平主宰の中共中央政治局は＜広東・天津・福建自由貿易試験区全
体プラン＞と＜上海自由貿易試験区改革開放をさらに深化させるプラン＞を通過させ
た。 
中国経済は“新常態”（ニューノーマル）と自らネーミングした調整期に突入したが、次
なる発展のステップに乗せるには新たな思いきった措置が必要で、自由貿易試験区の
拡大発展はまさにそのための重要な突破口として期待されている。先行した上海自由
貿易試験区で得た 1 年半の経験を活かし、全国にその複製を広げる第２段階の実験が
始まったのである。 
そこで選ばれたのが広東・天津・福建で、これらの自由貿易試験区に課せられている任
務は人民元の国際化などを通じて中国経済が世界と一層リンクしていくために障碍となっ
ている様々な難題を解決することであり、その主要なポイントとして、投資管理制度の確
立、貿易の一層の利便化、資本取引と金融サービスの開放、関連する政府の職能の転換に
よる市場化の促進などが挙げられている。 
 
 2014 年 4 月 20 日、政府は＜自由貿易試験区外商投資許可特別管理措置（ネガティブリ
スト）＞と＜自由貿易試験区外商投資国家安全審査試行規則＞を公表し、「上海市・天津市・
広東省・福建省 4つの自由貿易試験区で実施する」と表明した。 
4 つの自由貿易試験区とは、内地と香港・澳門の経済協力の深化に立脚する広東自由貿易
試験区、京津冀地区の協同発展に立脚する天津自由貿易試験区、海峡両岸の経済協力に立
脚する福建自由貿易試験区、そして、投資や貿易の利便化、通貨取引の自由化、効果的か
つ迅速な監督管理と法治環境の整備といった各方面で先鞭をつけている上海自由貿易試験
区を指す。 
 ネガティブリストには 50 条目、計 122 項目が記載され、外資に対して製造業を中心にさ
らに門戸が開放されることになった。また、制限関連法規はネガティブリストに一括して
記載され、一方、外資の参入に対しては利便性・透明性が高められ、守るべき様々な条件
についても包括的な投資指南が用意された。次に各試験区の特徴を概観する。 
  [一] 天津自由貿易試験区 
 長江以北では唯一の自由貿易試験区となった天津には京津冀地区の協同発展のエンジ
ンとしての役割が期待されている。全体が「天津港」「天津空港」「濱海新区」の 3 つのエ
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リアに分かれ、それぞれが、物流関係、ハイエンド産業、現代的サービス業などを分担し
ている。 
同試験区内では信用状況に応じた企業に対する監督管理も整備されつつあり、天津市市 
場監督管理委員会は、同区内の企業を“良好・警示・失信・厳重失信”の 4 ランクに格付
けし 、ランクに応じて個別の対応を行うこととし、それに応じた監督管理システムの調 
整も進められている。また、同区の大きな特徴の一つが金融関係の取り組みで、様々な制 
度の革新（個人による内外市場への投資、譲渡性預金など）や金融市場の開放と共に、フ 
ァイナンスリース業の発展も重要テーマになっている。 
 [二] 福建自由貿易試験区 
 北から順に福州・平潭・厦門の 3 つのエリアで構成され、両岸の先端的製造業やサービ
ス業の協力モデル地域としての役割と、海のシルクロードに連なる各国との連携を進める
場を提供する。設置決定後、福建省には投資・貿易・金融・法治保障・市場監督管理とい
う 5 つの専門作業グループが設置され、2015 年 3 月までに 3 エリアそれぞれに管理委員会
が誕生、実施具体策を策定した。 
両岸の金融貿易センターとしての役割を担う厦門では、投資管理、貿易の利便化、金融、
サービス業開放という領域の改革の試み 35 項目のうち、3月までに 23 項目が具体化に漕ぎ
つけ、ファイナンスリース、コールドチェーン物流、両岸Ｅコマース、両岸人民元使用拡
大、水運物流センターなど多くの機能の多角的な開発が進められている。また、平潭エリ
アでは台湾免税商品市場の育成が一層進み、台湾本島への直行航路を開発することで、台
湾との一日生活圏の構築も図られている。 
[三] 広東自由貿易試験区 
 前海蛇口・南沙・横琴の三エリアで構成。香港・深圳・前海・広州南沙・珠海・澳門・
横琴という巨大なＡ字型地域内の協力モデルを形成するとともに、福建同様、海のシルク
ロードに連なる重要拠点としての役割も担う。特に前海は習近平が就任早々訪れた重要地
区で、金融の対外開放に関する全国的な先端モデル地区でもあり、また、横琴島にはマカ
オの今後の発展をリードする大事な役割が課せられている。 
 
2015 年上半期、上記三エリアにおける新設企業数は 9万社、試験区成立後は 1.1 万社（外
資 464 社）にのぼっている。 
 こうした試験区内では規制緩和が進んでいるため、外資系企業はもとより、多くの民営
企業にとって新たな産業分野へ参入するチャンスであり、早晩それらの規制緩和が全国に
波及することを考えれば、民間活力の導入という点ではまさに格好のチャンスと言えよう。
政府もこれら試験区を首尾よく発展させるために民間企業の参入を奨励しており、その点
も追い風となっている。 
 
2.銀行民営化改革 
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2013 年の 18 期三中全会で「条件を備えた民間資本に、法に基づき中小銀行などの金融 
機関を設立することを許可する」という方針が明示され、2014 年には、銀行業改革開放の
推進、民間資本の銀行業参入ルートと方式の拡大が具体的にスタートした。方式の拡大で
は、①民間資本を既存の銀行の再編に参加させる。②純民間銀行を試験的に認可する（リ
スクの自己責任）。という 2方式が提示され、これまでの「カネは出しても口を出すな」か
ら資本側が発言権を持つコーポレートガバナンスの確立へ向けた第一歩として注目された。 
同年 3月、民営銀行 5行試行案が確定された。 
その方式は以下の 3つ。 
①共同発起人制度を採用。 
    ②試行銀行は少なくとも 2名の発起人が必要。 
③単一の株主の持株比率に関する規定を順守し、試行プランの制定に参与した資
本が参加。 
選考基準は以下の 5点。 
①リスクの自己負担制度がある。 
➁銀行経営のための株主資格・条件、リスク対応能力がある。 
③株主が監督管理を受ける具体的条項がある。 
④差別化された市場的位置付けと特定戦略がある。 
⑤合法的かつ実行可能なリスク対策と回復プランがある。 
参加資本）はアリババグループ、万向集団公司、テンセント、百業源、均瑶集団、復星
国際、商匯、華北、正泰集団、華峰集団などで、こうした措置の波及効果として、政府のネ
ット金融公認によりアリペイの「余額宝」が市民権を獲得、民生銀行の「如意宝」、テンセ
ントの「理財通」、百度の「百賺」、蘇寧電器の「零銭宝」、興業銀行の「掌櫃銭包」など、
理財商品が続々参入した。 
  2014 年 7 月、民営銀行 3行に設立認可が下りた。 
①深圳前海微衆銀行（広東省深圳市） 
       主要発起人：騰訊、百業源、立業 
       特色：個人消費者と小微企業へのサービスが中心。 
       2014 年 12 月、開業許可第一号。 
     ②温州民商銀行（浙江省温州市） 
       主要発起人：正泰、華峰 
       特色：温州地域の小微企業・個体商工戸・地域住民・県域三農（農村・農
民・農業）へのサービスが中心。 
     ③天津金城銀行（天津市） 
       主要発起人：華北、麦購 
       特色：天津地区の公共業務へのサービスが中心。 
       10 月、民営銀行 2行に設立認可が下りた。 
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     ④浙江網商銀行（浙江省杭州市） 
       主要発起人：浙江螞蟻小微金服、復星、万向、金潤 
       特色：ネットビジネスに従事する小微企業や個人消費者へのネットを通じ
たサービスが中心。 
     ⑤上海華瑞銀行（上海市） 
       主要発起人：均瑤、美特斯邦威 
       特色：上海自由貿易試験区内の中小企業へのサービスが中心。 
 
2014 年は銀行業民間資本参入史上画期的な年だった。＜中国銀行業監督管理委員会 2014
年年報＞によれば、2014 年時点で 100 余りある中小商業銀行における民間資本占有率はす
でに 50％を、村鎮銀行では 72％を、農村合作金融機構では 90％を突破している。これを受
けて 2015 年春の全人代政府活動報告では、条件に見合った民間資本の中小銀行等金融機関
設立を数量制限なしに推進する方針が打ち出された。浙江省の台州銀行・泰隆銀行・民泰
銀行などは、自主経営、リスク自己負担の条件の下に中小企業サポートを標榜している。 
 2015 年 6 月の＜民営銀行発展促進指導意見＞はこれまでの実践を踏まえ、独力で経営権
を獲得し民営銀行を設立するもよし、現存銀行改革に株式取得などで参画するもよし、農
村信用社の改組に参画するもよしと、民間資本の銀行業参入へ様々なルートを開放した。  
農村信用社については、2014 年 12 月、すでに＜民間資本の農村信用社財産権改革参加の
奨励と誘導に関する通知＞で、農村商業銀行の増資、新株発行への民間資本の参加や持ち
株比率制限の拡大が打ち出されている。2015 年末には、民営銀行設立の機運に合わせて近々
＜民営銀行の監督管理指導意見＞が出されるとのニュースも伝わっている。  
 こうした動きとは別に、2014 年 8 月 21 日には、民間企業 59 社（資産総額１兆元）が
完全民間出資の国家レベル民営投資企業“中国民生投資株式会社”を上海に設立したが、
その目的は中国民間投資の誘導と産業構造のモデルチェンジとグレードアップで、具体的
には中民新能源集団・中民国際通航・中民鉱産物集団・中民実業・中民物業などを設立し、
ネット銀行・ネット金融と連携して金融製品とサービスを革新するとともに、金融資源の
配置を効率化し、投資構造を改善し、産業価値の向上を図ることを計画している。 
第四章 介護福祉分野                                           
―最も必要な分野― 
2013 年に 60 歳以上が 2 億人を突破した中国。上海市のデータによると、2014 年末時点
で上海戸籍人口 1438.69 万人中、60 歳以上の老人は 413.98 万人（28.8％）で、2018 年に
は 500 万人を突破するとのこと。また、同年は増加率も前年比 6.8％増と過去最大で、上海
は全国の先陣を切って本格的な高齢化社会に突入している。一方、北京市の健康白書を見
ると、2014 年の同市戸籍人口平均寿命は 81.81 歳。60 歳以上の老人は 301.0 万人で、同市
戸籍人口の 22.6％を占めている。 
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こうした高齢化への対策として、民生部は第 13 次 5 カ年計画（2016-20 年）中に老人千
名当たりのベッド数を 2015 年の 27.5 台から 35～40 台に増やし、デイケアサービス施設が
全ての都市（2015 年 70％）と 50％の農村（2015 年 37％）を網羅することを目指している。 
 各地方の取り組みも活発化している。上述の北京市では国レベルの老人介護サービス基
準の確立が同市第一社会福利院で試験的に進められている。その内容は、インフォメーシ
ョンサービス、生活サービス、飲食サービスなど 13 種類に分けられ、例えば、入浴時の水
温は 34～40 度に、体に触れるときは先に手を温める、など細かく規定されている。また、
山東省のある市では、8192199 に電話すれば、老人たちが様々な緊急のサービスを受けられ
るようにもなっている。ただ、問題は「介護をするのは誰か」という点である。 
 
 2014 年 12 月 26 日の人民日報に＜在宅介護は我が国の国情に適した老人介護方式である
＞という記事が掲載されたが、9割の老人が在宅介護を希望している現状では当然のことだ
ろう。介護機関を希望している老人もわずか 10％とは言えその数は 2000 万人以上、現有ベ
ッド数 390 万台では焼け石に水だ。 
在宅介護を側面援助する試みも見られる。四川省金堂県では、“一つのセンター、多くの
出先機関、重点パトロール”という農村在宅介護サービスモデルを立ちあげ、昼食の提供
や老人の活動集会所の充実などを進めている。 
 2015 年 4 月、解放軍総医院に中国老年医学研究機構連盟が誕生、国内の老年医学研究に
関わる優れた人材や団体を結集し、研究応用のプラットフォームを作ることになった。ま
た、同じ 4月には、全国 31 の省区を含んだ初の老人生活状況全国調査も始まったが、何と
言っても問題解決の最大のカギは民営化である。 
 老人向け介護サービス業への民間企業参入奨励のために政府はどんな取り組みをしてい
るのだろうか。2015 年 5 月 4 日の人民日報にその内容を詳しくまとめた記事（王観記者）
が掲載されたので、それを略述しよう。この記事によれば、2014 年に政府は 24 億元を投入
し、8 つの省に各 3 億元を配分して民間企業誘引の呼び水とする市場化の試みを開始した。
湖南省ではこれを踏まえて既に 45 億元の基金募集計画が策定したとのことだが、記事では
中央政府の取り組みを 6つの側面から概括している。 
1）投融資政策  ：金融機関に関連金融商品とサービス方法の開発、融資に関わる担保物
件の範囲の拡大、小口融資などを促し、保険基金の介護サービス事業へ
の投資に関わる制限を緩和する。 
2）土地供給政策 ：各地方政府に都市土地利用総合プランに当該用地の確保を組み入れる
よう求め、さらに市街地区や居住区の新規建設には老人介護施設の設置を
義務付け、既存の住宅地域が非営利性施設の面積を増やす場合は土地代金
の追加徴収を免除する。 
3）税金優遇政策 ：提供する介護サービスは営業税を免除する。非営利性の場合は、土地
建物の不動産税・都市土地使用税を免除、条件によっては更に企業
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所得税も免除する。 
4）行政事業性収費：非営利性の場合は免除、営利性の場合は半分免除とする。 
5）補助金    ：各地方はその実情に応じて、投資の補助、ローンの利息補填、運営補
助、サービスの買い上げなどを行ってよい。また、公益宝くじ収入
の 50％以上の資金を当該事業に当てなければならず、この比率は更
に徐々に高める。 
6）政府による介護サービスの購入 
       ①在宅介護：食事・入浴・掃除・救急・医療・介護サービスなどの訪 
問提供を購入し、更に介護サービスネット情報網を立ち上げる。 
       ②地域コミュニティ介護：デイケア、リハビリ、文化活動などのサービス
を買い上げる。 
       ③施設介護：無収入や低収入の老人、貧困寝たきり老人に対する施設での
介護を購入する。 
 こうした中央政府の取り組みに呼応して、各地でも様々な動きがある。天津市や広西チ
ワン族自治区南寧市では政府が施設を建設して民間に運営を任せる方式が模索され、浙江
省では既に＜社会養老服務促進条例＞が成立した。 
 
 公営と民営の問題については新しい試みが始まっている。2013 年、民生部は＜公営養老
院機構改革モデル展開に関する通知＞を発し、“公建民営”方式を推奨した。天津市では同
年“公建民営”の展開が始まり、武清区武清第二養老院など数カ所に拡大している。天津
市では同年、老齢人口が 200 万 8500 人と人口の 20％強を占めたが、養老院 400 ヶ所、うち
公営 113 ヶ所でベッド数は 8596 床だった。 
当時指摘されたそれぞれの問題点は、公営の場合は自助能力の無い老人の介護が主要任務
なのにそうでない老人が殺到し、自助能力の無い老人が締め出されているのに対し、民営
の場合は融通が利き、専門介護要員を抱えている一方、公営のような、土地の提供など様々
な優遇が無いことであった。実際、基準に合致した養老院では 1 ベッドを設置するコスト
が土地代は除いて 10 万元もかかっている。したがって、公営の入居料金が月 1680-1900 元
であるのに対し、民営の入居料金は月 2300-3000 元と割高にならざるを得ないのである。 
 遼寧省では＜養老サービス業発展加速に関する若干の政策＞を出し、老人介護サービス
分野を民間資本に全面開放し、外国資本の投資も奨励している。また、医療・養護・リハ
ビリ・代行委託・ターミナルケアを一体化させた総合老人介護施設に対しては、地市級都
市建設によるベッド数 500 以上の施設には 1500 万元まで、県（市・区）建設によるベッド
数 300 以上の施設には→600 万元までの補助が出される。 
 このほかにも、河北省武強県では公営宝くじなどからの資金援助や運営補助金が支給さ
れているが、こうした取り組みはまだ始まったばかりで、民間資本の更なる注入が期待さ
れている。 
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第五章 その他の分野と地方の状況                                  
―様々な民間活力導入の動き― 
1.その他の分野 
 他の分野でも様々な取り組みがあり、例えば、航空などの交通分野や文化産業などは
それだけで主要なテーマに充分なり得るが、ここでは幾つか最近の注目すべきトピックス
を拾うに留める。 
☆貧困撲滅 
中国では今、貧困撲滅が最大のテーマの一つになっているが、その中で、民営企業によ
る新農村建設のサポートが注目されている。政府によるこれまでの貧困扶助政策は、貧困
援助資金の供給不足や、援助資金が中央から省、市から県に至る過程で多くが指導幹部の
業績造りのプロジェクトに流用されたり、あろうことが着服されて目減りするという問題
があった。これらの問題を是正する一方、一定規模の民営企業が新農村建設へ資金を投入
し、民間によるプロジェクトマネージメントを行う道が模索されている。 
☆教育分野 
教育分野においては民間経営に依然大きな障害が立ちはだかっている。その原因は、 
①民間の営利性・非営利性教育機関の位置づけや待遇、例えば財政・税収・土地・費用
徴収・募集・融資・社会保険などが未整備なこと。 
②政府と学校の権限の仕分けが不明確で学校に経営自主権がないこと。 
 ③公立との間に公平な制度・環境が確立されていないこと。 
などが挙げられる。 
☆物流分野 
物流分野では一昨年、大きなニュースがあった。2014 年 6 月に中国郵政とアリババが戦
略 
枠組み協定に調印したのである。これによってアリババの物流情報プラットホーム「菜
鳥網」に全国十数万のサービスネットワークが開放された。この提携の目的は、今後 5～8
年以内に形成されるであろう日額 300 億元・年額 10 兆元と言われるネット小売市場に対応
する物流インフラを整備することである。  
全国郵政ネットは全国に宅配拠点 11 万 8000 ヶ所を擁し、唯一、全国の農村、学校、僻
地極寒地をすべて網羅している配達ネットでもあり、さらには世界 120 余りの国や地域と
直接的物流網を形成しており、民営宅配企業の宅配物が郵政ネットを利用できるメリット
は途方もなく大きい。 
☆観光分野 
観光分野では 2013 年の全国観光直接投資が 5144 億元（前年同期比 26.6％増）で、投資
額 100 億元以上のビッグプロジェクトが 127 件あるが、民間資本の占める割合が 57％と、
過半数に達している。 
☆文化産業分野 
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2014 年 2 月に初の全国規模の＜中華文化促進民営博物館協力組織＞が西安で誕生、全国
22 省 108 の民営博物館の館長や代表が参加し、「今後は行政との懸け橋になり、民営博物館
に関わる法律・法規・政策の整備に貢献していく」という方針を示したが、課題は資金繰
りで、基金会の設立、寄付集め、関連文化産業の振興などがテーマになっている。 
政府は 2014 年 2 月に＜文化金融協力を深め推進することに関する意見＞を出し、民間資
本による中小銀行を設立させ、文化産業発展に対する金融面のサポートを強化、特に中小
文化企業の融資難を解消する方針を打ち出している。これはすなわち民間資本による民間
企業の支援であり、この方式は上述の金融改革と密接にかかわる。 
☆地方の状況 
民間企業の進出度合いは地方差も大きい。河北省廊坊市では税収の 80％が非公有制経済
からだが、一方でこれらの企業は融資難・用地難・求人難に悩まされている。 
 
 广西壮族自治区は 2014 年 3 月に＜民間資本保障性住宅建設参加奨励実施細則＞を出した。 
その対象は、低額家賃住宅・公共賃貸住宅・価格制限住宅・安価分譲住宅・スラム改造住 
宅の 5通りの建設である。奨励方法は直接投資・間接投資・株式参加・委託建設などで、 
政策上のサポートとして以下の諸点が提示された。 
       ①借入資金の肩代わり。  
       ②スラム改造住宅建設における国有企業と同等の待遇 
       ③上記関連投資額内での企業債券発行による資金調達の認可 
       ④税制上の優遇政策 
       ⑤行政事業的な費用徴収や政府基金の支払い免除 
       ⑥必要な用地の供給 
       ⑦公共賃貸住宅の付帯商業サービス施設建設を許可し、統一管理経営によ
り資金バランスを実現 
 また同時に＜民間資本市政公用事業領域参入を一層奨励誘導する通知＞も出したが、そ 
の内容と方式は以下の通り。 
（内容） ①市政公用施設の建設と運営への、地域・業界を超えた民間資本の参加 
       ➁ガスの供給、汚水・生活後の処理施設、ゴミ焼却発電など 
（方式） ①独資・合弁・合作・資産購入などの直接投資 
       ②合弁・合作などによる都市の道路・橋・公共駐車場等交通施設の建設 
       ③共同エネルギー管理方式による都市照明省エネ改造 
       ④都市の水道・ガス・汚水処理などの運営と補修について、サービス買い
上げ方式で民間資本の参入を奨励 
 
 福建省では 2014 年 4 月に泉州市・莆田市が国家発展改革委員会民営経済総合テスト地
区に指定された。泉州市には 2013 年時点で民営企業 13 万社余りあり、全市の工業増加額
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の 90％を占めていた。そこで 2014 年 6 月に中小微企業信用情報交換共有プラットフォーム
を建設し、13 万社、500 万の情報データを集め、経営と信用が良好な企業への融資優遇措
置を打ち出した。同市ではすでに民間資本が金融領域へ進出し、金融資本が実体経済を支
えるというパターンが形成されつつある。 
一方、莆田市は、木材・古典家具・民営病院の全国市場に対する占有率がそれぞれ 75％、
75％、85％と非常に高い。莆田商人が創出する年生産額は莆田市のＧＤＰの 3 倍にもなる
が、その秘密はＥコマース戦略にある。90 万人の莆田商人に 30 万人のＥコマース商人が上
乗せされるのである。 
 2014 年 9 月、福建省は＜ＰＰＰ13モデル普及に関する指導意見＞出したが、交通・市
政・水利・医療養老・生活保障性住宅・産業パーク・観光など推薦プロジェクト数は 28、
総投資額は 1478 億 6000 万元に達する。 
 これに対し、民間資本参入が初期の段階にある地域もある。寧夏回族自治区は 2014 年
6 月に＜民間資本市政公用事業領域参入を一層奨励誘導実施意見＞を出したが、その内容は、
施設の維持、緑化の維持、道路清掃、ゴミの運搬、公共トイレの清掃などに止まる。参入
方式は独資、合弁、合作、株式制、建設-経営-委譲など多様で、現物、土地使用権、農村
土地請負経営権、商標権、特許権、著作権、版権、債権、林権、株権などを価格査定して
出資して小微企業を設立するが、それらが資本金の 70％まで占めることを認めている。 
こういった手法を通じて個体企業の小微企業転換を促進しようというわけであろう。 
 
江西省は 2014 年 6 月に、総投資額 5892 億元、民間資本導入予測 2701 億元と言う内容の
民間資本開放第 2弾 300 プロジェクトを発表した14。主な分野は以下の通り。 
①インフラ：鉄道・自動車道路・橋・埠頭・水利等 143 
      ②公共サービス：教育衛生・文化体育・ラジオテレビ観光等 132 
      ③基礎産業：冶金・新素材等 25 
 同省は翌 7 月に、公益性ポスト・農業生産市場化・都市清掃緑化・道路保全など民間
からサービスを買い取る試み 25 プロジェクトも開始している。さらに 8月には矢継ぎ早に
＜20 条措置＞を出し、500 の民間資本開放プロジェクトについての調印を加速させた。 
 広東省も 2014 年 6 月にインフラ・公共事業・社会事業・商業貿易流通・金融サービス
など民間総投資額 2120 億元に達する民間資本開放プロジェクトを発表、これで 2013 年以
来三度にわたり 254 プロジェクトを開放したことになる。 
その他、吉林・山東・河北・河南・重慶・湖北など、投資規模は総計 1 兆元以上にのぼ
る。 
                                                  
13官民パートナーシップ (public–private partnership)の略。小さな政府を志向し、民間の手
を借りて社会資本を整備し、公共サービスの充実を図る手法。 
14 2013 年 8 月、第一弾 200 項目（インフラ、公共サービス）を開放。 
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結び 
1.政府の動き 
2005 年以降、政府は＜非公 36 条＞＜新 36 条＞で民間資本への市場開放を奨励したが、
陰に陽に“玻璃门”“弹簧门”“旋转门”1515などと呼ばれる様々な障害に遭遇して、笛吹け
ど踊らずの状態が続いた。 
 第 18 期三中全会を契機とし、国務院は 2013 年には 400 項目余りの行政許可事項を、2014
年には 200 項目以上の行政許可事項を撤廃下放させて行革に取り組み、風穴を開けた。 
翌 2014 年、国家発展改革委員会は①投融資体制の改革 ②投資主体の多元化 ③社会資
本の一層の利用を趣旨とする＜インフラ領域第一次社会投資奨励項目の通知＞を出し、鉄
道・ハイウエー・港湾などの交通インフラや新世代情報インフラ、さらに水力・風力・太
陽熱発電などのクリーンエネルギーを含む社会資本の建設運営参加奨励モデル項目 80を決
定した。 
こうした動きに呼応し、2014 年上半期の全社会固定資産投資（農家を除く）212,770 億
元のうち民間投資は前年同期比名目成長率で 20.1％の 138,607 億元に達し、民間投資の全
投資に占める割合も 65.1％に達した。政府はさらなる民間投資を喚起すべく、2014 年 9 月、
＜公共インフラプロジェクト企業所得税優遇リスト＞が定める貢献と基準に適合した公共
インフラプロジェクトへの企業融資を対象とした所得税優遇を通達した。同年 11 月、国務
院は＜重点領域投融資メカニズムの革新と民間投資奨励に関する意見＞をだしたが、その
理念は、 
①ＰＰＰメカニズムの確立と整備。 
②政府による投資補助、基金への資金注入、担保の補填、利息補填などによる民間資本
参入のサポート。 
③融資方式を刷新、汚染排出権・費用徴収権などの担保ローン業務の展開。 
であり、その内容は、公共サービス・資源環境・生態建設・インフラ等、経済社会発展の
ウイークポイントの市場開放と投資の促進である。 
 2014 年 12 月、財政部は水の供給、新エネ自動車、地下総合管理パイプ施設、医療、ス
ポーツなど 30 のＰＰＰモデルプロジェクト、総投資額 1800 億元を発表し、さらに公民連
携を加速させる姿勢を鮮明に打ち出している。 
なお、2014 年 11 月、周強最高裁長官は非公有制経済の法の下の平等（各市場における主
体的訴訟の立場）を保障するよう求めている。 
 
2.民間活力の分野別貢献 
                                                  
15 “玻璃门”：新政策が打ち出されても民営企業には見えない。 
“弹簧门”：民営企業が有る領域に参入しても様々な壁にはね返される。 
“旋转门”：自由な入札のはずなのに、民営企業は門前をうろうろするしかない。 
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民間活力の導入は就職分野に対する貢献度が大きい。2013 年の全国工商連合会統計デ
ータでは、民営企業就業貢献率が 80％以上を記録している。こうした点を捉え、2014 年 5
月には国家人社部・教育部・全国総工会・全国商工聯合会が主催する＜全国民営企業求人
ウイーク＞が鄭州で開催され、電子・機械・製薬・化学工業・建築・不動産・サービスな
ど 700 社余りが２万 3000 ポストを提供したが、全体から見ればまだまだ拡大させる必要が
ある。 
 税収分野でも、2013 年の全国工商連合会統計データによれば、民営企業の税収貢献率
は 50％以上で、ＧＤＰ占有率も 60％を超えている。 
 技術開発でも民営企業の貢献が重視されつつある。2014 年 5 月、解放軍総装備部、工
業・情報化部、国防科工局、全国工商連合会主催による＜第一回民営企業ハイテク成果展
覧会＞が開催され、中央軍事委員会副主席范長竜、許其亮が参観し注目されたが、その趣
旨は習近平の指示による軍民融合の発展深化で、“民参軍”をスローガンにネットと通信、
誘導システムとコントロールシステムといった十数分野に関わる民営企業 100 社余りが参
加した。2013 年末現在、総装備部装備制作請負企業と国防科工局武器装備科学研究生産許
可企業の 1/3 以上が民営企業で占められている。 
 
 3.今後の課題 
 政府は民間資本や企業に対し様々な分野を開放し始めたが、その分野や開放方法には
まだまだ多くの問題がある。例えば、開放企業が鉄鋼・機械など斜陽産業であれば、投資
が回収できるか疑問であり、また、鉄道投資などは予想収益率が低いなど魅力に乏しい。
小株主としてのみ参入可で発言権が無ければリスクも大きいし、資源配置上の差別があっ
たり、国有企業への政策上の優遇措置が協力民間企業に適用されないなどの声も聞かれる。
また、すでに述べたように、実績ある民間企業であるほど権力に絡めとられ、容易に腐敗
しやすいことも案じられる。何より、厳しい情報統制と国の政策に対する絶対的服従とい
う手かせ足かせをどう克服して国際市場と調和するのか、その悩みは大きい。 
資本市場の開放や人民元の国際化などが民間活力に本当に幅広い活躍の場を提供できる
のか、外資系企業の投資を再び呼び込めるのか、第 13 次 5 カ年計画の 5年が将来を占う正
念場と言えるだろう。 
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中国のエネルギー産業における民間活力の導入                 
石油産業と太陽電池産業を例として 
                                   金子伸一 
はじめに 
 1978 年より始まった「改革・開放」が社会主義計画経済から社会主義市場経済への転換
を促進する中、「改革」の名のもとに、時には公有経済の中核である国有企業を分離・整理
したり、時には統合・強化したりしてきた。一方、個人企業・民間企業に代表される非公
有経済に対してはその存在を政治的に認め、権利を認める中で、規制緩和を行い公有経済
が民間の活力や民間資本を導入する動きや民間資本を育成・支援するような流れを作り上
げてきた。 
 
そうした中、日本の以前の郵政省が郵便事業を運営・管理していたと同様に、石油工業
省16が油田事業などの現業管理をするところからスタートした中国の石油産業は、国営企業
の時代から国有企業の時代を経て国内外で株式を上場する株式会社へと変貌を遂げ、経営
規模において欧米の巨大石油企業と比肩するまでになっている。石油産業の中核である油
田の開発、原油の生産・精製・販売を担当している企業の資本は、発展の経緯や政策的要
因等から国家の資本が過半を占めているが、近年、民間資本を取り入れる動きも出てきて
いる。 
 
一方、中国においても環境問題解決の一つの手段として再生可能エネルギーの開発・利
用が活発になる中、今世紀の初め頃より太陽電池産業が急成長を遂げた。この分野では多
くの民間人が起業した後、主に株式上場で得た資金を元に業容を拡大し、世界的な民間企
業へと成長した。ここでは民間活力が思う存分発揮されているように見えるが、そうした
企業であっても創業時には国有企業との協業を行っていたところもある。 
 
本稿では、伝統的なエネルギー産業である石油産業と新しいエネルギー産業である太陽
電池産業の現況と発展の経緯を概観したうえで、これら２つの産業が五ヵ年計画の中でど
のよう位置づけられていたのかを見ること等により、政府側がどのように民間活力を導入
しようとしてきたかを中心に考察してみたい。 
一．石油産業概観 
                                                  
16 新中国が成立した 1949 年 10 月に燃料工業省としてスタートし、1955 年に石油工業省とな
り 1988 年に解体されるまでに、省庁再編等を経て、海上石油開発を担当する中国海洋石油総公
司、原油の精製・流通を担当する中国石化総公司、陸上油田開発を担当する中国石油天然気総公
司という石油関連の国営企業を生み出す母体となった。 
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 ここでは、原油に焦点を絞って状況を確認してみたい。中国国内の原油生産量・原油の
輸入量・輸出量は概ね以下のようになっている。数字はいずれも『中国統計年鑑』による。 
 
              1990 年  13,830.6 万トン  （輸入：755.6 万トン,輸出 3,110.4 万トン） 
              1995 年  15,005.0 万トン（輸入：3,673.2 万トン,輸出 2,454.5 万トン） 
       2000 年  16,300.0 万トン（輸入：9,748.5 万トン,輸出 2,172.1 万トン） 
       2005 年 18,135.3 万トン(輸入：17,163.2 万トン,輸出 2,688.1 万トン） 
2010 年  20,301.4 万トン(輸入：29,437.2 万トン,輸出 4,079.0 万トン） 
 
 特徴的なことは、中国国内の原油生産量の伸びが緩慢になる一方、国内需要の急増を満
たすために原油輸入量を増やしてきたということである。『中国統計年鑑』で確認できる中
国国内の原油生産量の最新データは 2013 年の 20,800 万トンであるが、どのような企業が
生産しているのかを、企業側が公表しているデータで確認すると次の 4 社であることが分
かる。 
 
   1 “中国石油化工股份有限公司” 
同社がウェブ上で公表している 2014 年の「年報」によると、2013 年の原油生産量
は 310.84 百万バレルとなっており、7.4 バレル≑1 トンで換算すると 4,200 万トン
となる。親会社は中国石油化工集団で、1983 年に石油工業省・化学工業省・紡織
工業を再編し設立された中国石油化工総公司が母体となっている。元々は原油の
精製以降の下工程である石油製品の生産・販売事業を担当していたが、1998 年の
石油業界の大規模な再編により油田開発・原油生産などの上工程から下工程まで
を担当するようになった。 
 
2 “中国石油天然气股份有限公司” 
同社がウェブ上で公表している 2014 年の「年報」によると、2013 年の原油生産量
は 932.9 百万バレルとなっており、同様にトンに換算すると 1億 2607 万トンとな
る。親会社は中国石油天然気集団で、1988 年に石油工業省が解体された際に設立
された中国石油天然気総公司が母体となっている。元々は陸上油田の開発・生産
といった上工程を主たる業務としていたが、1998 年の石油業界の大規模な再編に
より石油精製、石油製品の生産・販売といった下工程までを一貫して担当するよ
うになった。 
 
3 “中国海洋石油有限公司” 
同社がウェブ上で公表している 2014 年の「年報」によると、2013 年の原油生産量
は228.78百万バレルとなっており、同様にトンに換算すると 3,092万トンとなる。 
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親会社は中国海洋石油総公司で、1982 年に石油工業省の中の海洋石油業務を分離
独立して設立された中国海洋石油総公司が母体となっている。その設立の当初よ
り海上における油田開発が主たる業務である。 
 
4 “陝西延長石油（集団）有限責任公司” 
同社ホームページの「企業概況」の欄で紹介している 2013 年の原油生産量は約
1,000 万トンとなっている。 
 
上記 4 社の 2013 年の原油生産量を合計すると 2 億 899 万トンとなり、統計上の生産量 2
億 800 万トンと多少の違いはあるが中国国内の原油生産の 100%をこの 4 社で担っていると
言える。 
 
上記 1～3の 3社の資本関係を図示すると次のようになる。 
 
 
 
 
        
                100%        100%                   100% 
 
 
 
    
                | 76%               | 86.507%                  | 64.44% 
中国石油化工股份有限公司 中国石油天然气股份有限公司 中国海洋石油有限公司 
 
国務院の国有資産監督管理委員会が管理している「中央国資企業」（「中央企業」とか伝
統的な呼称である「国有企業」と呼ばれることもある）は 2015 年 12 月現在 112 社ある。
上述の 1～3の 3社は香港、ニューヨーク、上海等の証券取引所に株式を上場する企業であ
るが、その過半の株式は、それぞれの親会社に当たる中国石油化工集団公司・中国石油天
然気集団公司・中国海洋石油総公司という「中央国資企業」が保有し、その中央国資企業
の資本を国務院が 100%所有するという関係になっており、逆から見ると、中央政府が 100％
支配する企業を通じ、上場企業の株式の過半を保有している関係と言える。 
 
上記 4 の陝西延長石油（集団）有限責任公司は「地方国資企業」であり、陝西省の国有
資産監督管理委員会が 100%所有している 28 社の中の 1つである。 
国務院 
国有資産監督管理委員会    
中国石油
化工集団 
中国石油天然
気集団 
中国海洋石
油総公司 
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                                          100% 
 
 
 
 
 
これらの石油企業の経営規模を世界との比較で見てみる。米国のタイム社が発行するビ 
ジネス誌「Fortune」は世界の企業の売上高ランキングを「フォーチュン・グローバル 500」 
として毎年発表しているが、その 2014 年版では、次のように紹介された。 
 
   番付  企業名   （国 /  業種）        売上高   
1 位 ウォルマート（アメリカ：小売）       US$476.3bil 
2 位 ロイヤル・ダッチ・シェル（オランダ：石油）  US$459.6bil 
3 位 中国石油化工集団（中国：石油）              US$457.2bil 
4 位 中国石油天然気集団（中国：石油）            US$432.0bil 
5 位 エクソンモービル（アメリカ：石油）          US$407.7bil 
6 位 ＢＰ（イギリス：石油）           US$396.2bil 
7 位 国家電網公司（中国：電力送電）        US$333.4bil 
8 位 フォルクスワーゲン（ドイツ：自動車）        US$261.5bil 
9 位 トヨタ自動車（日本：自動車）                US$256.5bil 
72 位 中国海洋石油総公司             US$ 96.0bil 
432 位 陝西延長石油（集団）有限責任公司       US$ 28.1bil 
 
中国石油化工集団と中国石油天然気集団は売上規模において、アメリカのエクソンモー
ビル社やイギリスの BP 社といった石油メジャーを凌いでおり、中国海洋石油総公司は 72
位、陝西延長石油（集団）有限責任公司も 432 位と、いずれも世界のトップ 500 に入って
いる。 
 
上記の４社は原油の掘削・生産から石油製品の販売までを一貫して担当しており、ガソ
リン、軽油、灯油などの石油製品は自社のガソリンスタンド網を通じても販売している。4
陝西省 
国有資産監督管理委員会   
陝西延長石油（集団）
有限責任公司 
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社が保有するガソリンスタンド数は以下の通りである17。 
 
1 中国石油化工股份有限公司       30,536 カ所  
2 中国石油天然气股份有限公司     20,272 カ所  
3 中国海洋石油有限公司               445 カ所 
4 陝西延長石油（集団）有限責任公司  500 余カ所 
 
これら 4社の他にも、商務省系の「中央国資企業」である中国中化集団公司は同社ホー 
ムページにて 600 カ所のガソリンスタンドを保有していると紹介している。また、民営企
業の宝塔石化集団も同社のホームページにて 125 カ所のガソリンスタンドを保有している
と紹介しており、この他にもガソリンスタンドを保有している企業はあろうが、上記の 4
社のガソリンスタンドが多数を占めていると言える。 
 
上述の「中央国資企業」３社の経営トップの人事異動は 2015 年 5 月初旬に公表され、企
業の代表者としての「董事長」とそれに次ぐ No.2 は次のようになっている。 
 
董事長             NO.2 
  中国石油化工集団              王 玉普（党書記）   李 春光（副総経理） 
 中国石油化工股份有限公司      王 玉普       李 春光（総裁） 
  
中国石油天然気集団       王 宜林（党書記）   汪 東進（副総経理） 
中国石油天然气股份有限公司   王 宜林        汪 東進（総裁） 
 
 中国海洋石油総公司      楊 華 （党書記）   劉 健 （副総経理） 
  中国海洋石油有限公司     楊 華        李 凡栄（執行董事） 
 
３社とも、親会社にあたる「中央国資企業」と上場企業である子会社の董事長が同一人
物であることと、「中央国資企業」の代表者である董事長が企業内共産党組織のトップに位
置づけられる「書記」を兼務しているところに特徴がある。 
 
この時の人事異動で中国石油天然気集団の董事長に就任した王宜林氏の前職は中国海洋
石油総公司の董事長だったため、競合関係にある企業への転身が話題となった。同様のこ
とは 2015 年 8 月に中国の携帯電話の運営会社である国有通信大手 3社の経営トップ交代人
                                                  
17 1～3 に就いては各社がウェブ上で公表している「年報」による。4 に就いては同社ホームペ
ージの「企業概況」による。 
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事でも起こり18、習近平・李克強政権になって以降、国有巨大企業の経営者人事が公表され
ると、この政権が進める「腐敗撲滅運動」に絡めた報道が散見された。しかし、元々、「中
央国資企業」112 社（添付の資料 1）の内、53 社の経営者人事は共産党の党組織部によって
管理する体制が構築されており、管理対象となるポストは「中国共産党中央が管理する幹
部職務名称表」（“中共中央管理的干部职务名称表”）で示されている。（抜粋したものを資
料 2 として添付）もちろん、人選においてはその時々の政権の意図が反映されているもの
と推察される。 
 
これまで見てきたことからも、中国石油産業の中核企業は中央政府或いは地方政府が直
接的に監督・管理するいわゆる公有制経済の代表的なものであると言える。 
二．太陽電池産業概観 
日本においては 1980 年頃から電卓等に太陽光で発電する太陽電池というものが使われ始 
め、その後 1990 年代半ば頃から住宅の屋根にいわゆるソーラーパネルを載せて太陽光発電
を行うシステムが売り出されたことで太陽電池産業が少しずつ成長してきた感がある。し
かし、中国では、今世紀の初め頃に多くの民間人起業家がこの業界に飛び込み、太陽電池
を製造するという新しい事業を起こし、2007 年頃より需要が急増したスペイン、ドイツ、
イタリアなどのヨーロッパ各国へ輸出することで生産量を急拡大させてきた。 
 
『中国経済年鑑』 2013 年版において初めて“光伏产业”（＝「太陽光発電産業」）が第二 
次産業の一項目として記述されたが、それまでは太陽光発電産業というカテゴリーは存在
していなかった。その『中国経済年鑑』2014 年版では第二部分の「産業と企業・第二次産
業」の 156-157 ページにおいて概略次のような紹介がされている。 
 
  2013 年の中国の太陽電池生産量は 25 ギガワットで、同じ時期の世界の生産量 42 ギガ
ワット（結晶シリコン太陽電池が 38 ギガワット、薄膜太陽電池が 4ギガワットで合計
42 ギガワット）の約 60%を占めている。 
 
中国の生産量 25 ギガワットの内、第 1位メーカーである英利集団の同時期の太陽電池
セルの生産量が 2.3 ギガワット、太陽電池モジュールの生産量が 3.1 ギガワットでそ
れぞれ世界一位の生産量であった。 
 
今世紀初頭には日本の太陽電池産業が世界をリードしていたが、僅か 7 年程度の間に中
                                                  
18 中国移動通信集団の新董事長には監督官庁である工業情報化省次官の尚氷氏が就任。中国聯
合網絡通信集団と中国電信集団はお互いの董事長を交換する形の人事異動が行われた。 
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国の太陽電池産業が世界のトップに躍り出たことを丸川知雄は「2004 年当時は日本の生産
量が 602 メガワット（=0.6 ギガワット）で世界の約半分を占めた。一方、中国の生産量は
2004 年には 40 メガワット（=0.04 ギガワット）とまだ産声をあげたに過ぎなかったが、2011
年になると中国の生産量は 20,592 メガワット（=20.6 ギガワット）と世界の約 60%を占め
るに至る」と述べている19。 
 
中国の太陽電池の生産量は全世界の約 6 割を占めるに至っているが、その経営規模を中
国版「フォーチュン 500」で見てみたい。ビジネス誌「Fortune」は中国版「フォーチュン
500」（“《财富》中国企业 500强排行榜”）で中国企業トップ 500 を発表しており、その 2014
年版の番付は次のように紹介された。 
 
   番付               売上高（百万元） 
1 位   中国石油化工股份有限公司   2,880,311      
2 位   中国石油天然气股份有限公司  2,258,124     
18 位  中国海洋石油有限公司          285,124      
345 位 英利绿色能源控股有限公司       13,418 
406 位 天合光能有限公司               10,822 
432 位 阿特斯太阳能有限公司           10,086 
 
1 位、2 位と 18 位は上述した一.の石油産業の項に出てくる石油会社であり、345 位の“英
利绿色能源控股有限公司”が『中国経済統計年鑑』2014 年版で「2013 年の太陽電池セルと
太陽電池モジュールの生産量が世界一位であった」と紹介されている民間企業である英利
集団の中核企業であり、日本国内でも「インリーソーラー」として販売を行っている。406
位の“天合光能有限公司”も太陽電池モジュールを主体に製造・販売を行っている民間企
業で、日本国内では「トリナ・ソーラー」のブランドで販売を行っている。432 位の“阿特
斯太阳能有限公司”はカナダの Canadian Solar Inc.社が中国において 100%出資して設立
した太陽電池関連製品を製造する民間企業である。Canadian Solar Inc.社はカナダ国籍の
中国人がカナダにて創業した太陽電池を製造する企業であり、日本でも「カナディアン・
ソーラー」のブランドで太陽光発電システム等を販売している。 
 
このように、世界でのシェア約 60%にまで成長した中国の太陽電池産業を担っているの
は、非公有経済の代表である民間企業だと言える。 
 
三．五カ年計画 
                                                  
19 丸川知雄著『チャイニーズ・ドリーム』筑摩書房 2013 年 p.100 
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1993 年の憲法改正において、社会主義計画経済と決別し社会主義市場経済というシステ
ムを国の基本的なあり方にすると憲法に明記した後も、「国民経済と経済発展の五カ年計画」
を国の経済建設の基本方針とする伝統的手法が踏襲されている。第十次五カ年計画(2001 年
～2005 年)までは文字通り“计划”（=計画）という言葉が使われていたが、第十一次五ヵ年
計画(2006 年～2010 年)より“计划”（=計画）ではなく“规划”（=規画）という言葉遣いに 
変わった。いずれにしても、その時々の共産党の指導者層がどういった経済・産業分野に
注力し何を成し遂げたいと考えているのかを知る手掛かりになると思われるので、第 10 次
五カ年計画(2001 年～2005 年)から第 13 次五カ年規画(2016 年～2020 年)のそれぞれにおい
て石油産業と太陽電池産業に就いてはどのようなプランが記述されたか、また公有制経済
と非公有制経済に就いてはどのように考えていたのかを以下に列挙し分析してみたい。 
 
１）第 10 次五カ年計画(2001 年～2005 年)  
江沢民（1993 年 3 月～2003 年 3 月国家主席在任）・朱鎔基（1998 年 3 月～2003 年 3 月国
務院総理在任）政権が策定した五カ年計画である。 
 
エネルギー産業全般に就いては、第三篇「指導方針と目標」の第一章「国民経済と社会
発展の指導方針」の第三節で「エネルギー構造の最適化」について述べられており、その
中で、石油産業に関しては次のように記されている。 
 
「石油と天然ガスを並行して推進する。天然ガスの探査・開発・利用を加速し、生産
基地・パイプライン・天然ガス利用プロジェクトを統一的に計画し、海外の天然ガ
スを輸入し、天然ガス消費比率を高める。石油資源探査を強化し石油資源を合理的
に開発し、海洋石油の発展に努力する。海外の資源を積極的に利用し、海外の石油
供給基地・天然ガス供給基地を建設し、石油輸入の多元化を図る。国による石油の
戦略的備蓄を行い、国家のエネルギーの安全を保つ」 
 
天然ガスに関する記述が目立つものとなっているが、実際、“西气东输”（＝「西気東輸」、
西部地域にあるタリムガス田・長慶ガス田で産出する天然ガスを上海など東部地域の都市
部にパイプラインを建設して輸送する巨大プロジェクト）の名の下に、ガス田開発とパイ
プライン建設が進められ 2004 年にはパイプラインを通して天然ガスの輸送が開始された。 
 
また、この節の最後の一文に、 
 
「風力エネルギー・太陽エネルギー・地熱等の新しいエネルギーと再生可能エネルギ
ーを積極的に発展させる」 
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と、太陽エネルギーに関する記述はあるものの具体的内容には触れられていない。 
   
公有制・非公有制に関連しては、第五篇「改革開放」の第十六章「改革を推進し、社会
主義市場経済を整備する」の第二節で次のように述べられている。 
 
  「所有制構造を調整・整備し、公有制を主体として多様な所有制経済と共に発展する
基本的な経済制度を堅持しなければならない。国有経済が国民経済の中において主
導的役割を発揮し、多様な方式の集体経済を発展させ、私営企業・個人企業の健全
な発展をサポート、奨励、リードする。国家の安全と経済の命脈に関わる主要な企
業は国家によって株式をコントロールされねばならない」 
   
公有制が主体であるものの多様な所有制経済と共生するということが基本的な経済制度
であることの確認と、国有企業の経済活動を中心とする国有経済が主導的役割を果たすこ
との確認がなされている。また、エネルギー関連の基幹産業であり安全保障に直接関わっ
ている石油産業のような業界における主要企業の株式の過半は国家が保有するという方針
が明確に述べられている。実際に、国有企業改革を推進していた朱鎔基首相は、WTO 加盟を
2001 年に控える中、国際競争を勝ち抜くために大手国有企業のグループ化を行ったり、大
手国有企業同士を競争させるようなことを行ったりした。1998 年当時、石油産業の上流（探
査・探鉱・開発・生産）を主業務としていた中国石油天然気総公司と石油産業の下流（精
製・化工・販売）を主業務としていた中国石油化工総公司の業務と子会社群を再編し、上
流から下流までを一貫して担当する中国石油天然気集団公司と中国石油化工集団公司の 2
社に統合し直したのもその一つの表れであると思われる。また、発足時期は首相退任直後
の 2003 年 4 月となったが、国務院国有資産監督管理委員会による大型国有企業を政府が直
接監督管理する仕組みも整えた。 
 
２）第 11 次五カ年規画(2006 年～2010 年)  
胡錦濤（2003 年 3 月～2013 年 3 月国家主席在任）・温家宝（2003 年 3 月～2013 年 3 月国
務院総理在任）政権が策定した最初の五カ年計画。 
 
エネルギー産業関連では、第三篇「工業構造の最適化・高度化を推進」の第十二章「エ
ネルギー工業を最適化し発展させる」の第三節「石油・天然ガスの発展を加速」において
次のように記述されている。 
 
「石油・天然ガス資源の探査に注力する。石油・天然ガス資源の調査評価を強化し、 
探査範囲を拡大し、海域・主要油田ガス田の堆積盆地・新しい油田ガス田を重点的
に開拓し、コールガス、シェールオイル、オイルサンド、メタンハイドレート等の
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非従来型石油天然ガス資源の探査を展開する。石油・天然ガスの探査開発主体の多
様化を推進する。石油と天然ガスを並行して推進し、安定的に原油生産量を増加さ
せ、天然ガス生産量を引き上げる。生産安定に向け古い油田を改造強化し、古い油
田の生産量逓減を遅らせる。深海海域とタリム、ジュンガル、オルドス、チャイダ
ム、四川盆地等の地域の石油・天然ガス資源開発を加速する。対等な協力関係・ウ
ィンウィンの原則を堅持し、海外での石油・天然ガス資源の共同開発を拡大する。
沿海地域において輸入液化天然ガスプロジェクトを適切に建設する。国家石油備蓄
基地の拡張・新設を行う。石油パイプライン網・天然ガスパイプライン網と付帯施
設の計画・建設を加速し、段階的に全国のパイプライン網を整備する。『西油東送』、
『北油南運』の石油製品パイプラインを作り上げる。二本目の『西気東輸』パイプ
ライン及び石油・天然ガスを陸路で輸入するパイプラインを時期を逸することなく
建設する」 
   
この計画に書かれた通り、天然ガスを東部地域の都市部に輸送するための二本目の「西
気東輸」パイプラインは 2010 年に完成した。また、トルクメニスタンから購入する天然ガ
スを輸送するためのパイプラインも 2009 年に完成し、トルクメニスタンから天然ガスを安
定的に輸入できるようになった。輸入原油調達先の多様化も着実に行われ、カザフスタン
からの輸入する原油を輸送するパイプラインも 2006 年に完成した。 
 
輸入する液化天然ガスを沿海地域で受け入れるための施設建設も 2006 年に広東 LNG ター 
ミナルが完成し輸入液化天然ガスの輸入が始まり、その後、2008 年には福建 LNG ターミナ
ルが、2009年には上海LNGターミナルが完成し液化天然ガスの輸入が拡大することとなる。 
 
また、再生可能エネルギーに関連することが初めて一項目として独立し、第四節「再生
可能エネルギーを大いに発展させる」という記述になった。ここでは先ず、風力エネルギ
ーを大々的に開発するとして具体的に「10 万 KW クラス以上の大型風力発電プロジェクトを
30 カ所立ち上げ、内モンゴル・河北省・江蘇省・甘粛省等の地域では 100 万 KW の風力発電
基地を形成する」という具体的目標が掲げられたが、太陽光関連では、この節の最後の一
文で 
 
「太陽エネルギー・地熱エネルギー・海洋エネルギーを積極的に開発利用する」 
 
と記されているに過ぎず具体的内容には触れられていない。 
 
公有制・非公有制に関しては、第三十一章「基本的経済制度を堅持し整備する」にて 
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「公有制を主体とし、多様な所有制経済と共に発展する基本的経済制度を堅持する。
いささかも揺るぎなく公有制経済を強固なものにし発展させるとともに、いささか
も揺るぎなく個人企業や私営企業等の非公有制経済の発展を奨励しサポートしリー
ドしていく」 
 
と、第十次五カ年計画の記述と同様、公有制が主体であるが多様な所有制経済と共生する
ということが基本的な経済制度であることの確認がなされ、また、この章の第一節「国有
企業改革の深化」では、 
 
「国有資本が国家の安全と国民経済の命脈に関わる重要な業界と主要な領域に集中す
るよう推し進め、国有経済の配置を最適化し、国有経済の制御力・影響力・牽引力
を増強し主導的役割を発揮する」 
 
と、これも第十次五カ年計画の記述と同様に国有企業の経済活動を中心とする国有経済が
主導的役割を果たすことの確認がなされている。 
 
一方、第二節の国有資産の管理監督体制を健全化するに続く第三節「独占業界の改革を
深化させる」においては、 
 
「石油・電信・民用航空・郵政・タバコ・塩・地方自治体の公益事業改革を深化させ、
国有資産の再編を推進し競合的市場構造を形成し、近代的企業制度を作り上げる」 
 
と、独占的市場構造を改める意気込みが示されている。 
 
2003年10月に開催された「三中全会」（“中国共产党第十八届中央委员会第三次全体会议”）
において「社会主義市場経済体制を改善するための若干の問題に関する決定」（“关于完善
社会主义市场经济体制若干问题的决定”）を決議し、その中には「独占体制となっている産
業の改革を加速する。規制緩和を行い、競争メカニズムを導入しなければならない」とい
う踏み込んだ表現も盛り込まれた。また、2008 年 8 月には「独占禁止法」が施行されたも
のの、石油・電信・電力・郵政・鉄道等の政府事業・国有企業の既得権益と化している独
占分野あるいは寡占分野における改革は目に見える形では進んでいないと思われる。 
 
第四節「非公有制経済の発展を奨励する」では、 
 
「個人企業・私営企業の非公有制経済の発展に尽力する。非公有制経済の発展を制限
している体制的障碍と政策的要因をこれまで以上に取り除き、非公有制経済の発展
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を奨励しサポートしリードする政策措置を更に確固たるものにする。非公有制経済
が法律法規で禁じていない業界や分野に参入することを認め、非公有制経済が国有
企業改革に参与することや金融サービス・地方自治体の公益事業・インフラ事業等
の分野に参入することを奨励、サポートする」 
 
と、非公有経済の発展促進に関することが初めて一つの「節」として記載された。 
 
こうしたことの具体化のため、2005 年 2 月には非公有経済の発展促進をテーマとする最
初の政府文書である《关于鼓励支持和引导个体私营等非公有制经济发展的若干意见》（「個
人企業・私営企業等の非公有経済の発展を支持、推進、リードすることに関する若干の意
見」、通称、「非公 36 条」）が国務院より出される。この中では、非公有資本が石油・電信・
電力・鉄道等の独占産業に投資して良いとか鉱産資源の探鉱・開発分野への投資をして良
いという表現が見られる。非公有経済資本が公有経済のどういった具体的な事業分野に投
資できるのかを更に明確に示すため、国務院は 2010 年 5 月に《关于鼓励和引导民间投资健
康发展的若干意见》（「民間投資の健全な発展を奨励・推進することに関する若干の意見」、
通称、「非公新 36 条」）を出した。これにより石油産業でも民間の事業者が投資できる分野
として、石油・天然ガスの探査・開発であるとか、石油・天然ガス・石油製品の輸送事業
等が挙げられた。 
 
３）第 12 次五カ年規画(2011 年～2015 年) 
胡錦濤（2003 年 3 月～2013 年 3 月国家主席在任）・温家宝（2003 年 3 月～2013 年 3 月国
務院総理在任）政権が策定した二つ目の五カ年計画。 
 
第十章「戦略的新興産業の発展・育成」の第一節「重点分野の飛躍的発展の推進」にお
ける最後の一文において次のように述べている。 
 
「新エネルギー産業は、次世代原子力・太陽熱利用と太陽光発電・風力発電技術と設
備・スマートグリッド・バイオエネルギーを重点的に発展させる」 
 
これまでの五カ年計画では「太陽エネルギーの開発・利用」という表現であったが、初 
めて「太陽光発電（産業）」という表現が用いられた。太陽電池パネル生産に代表される中
国の太陽光発電産業が世界でトップシェアを占めるに至り、五カ年計画が産業発展の実態
を無視できなくなったと見ることもできる。 
 
石油産業については、第十一章「エネルギーの生産と利用方法の変革を推進」の第一節
「エネルギーの多角的発展とクリーンな発展を推進」において、 
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「石油・天然ガス資源の探査・開発に注力し、国内の石油生産量を安定させ、天然ガ
ス生産量の急速な増産を促進し、石炭層ガス（コールベッドメタン）・シェールガス
等の非従来型の石油・ガス資源の開発と利用を推進する」 
 
と記されたに過ぎず、前二回の五カ年計画で詳述された油田・ガス田の開発方針の記載と
比較すると具体性の少ないものに変わったと言える。二期目に入った胡錦濤・温家宝政権
のスローガンの一つに“和谐社会”（＝「調和のとれた社会））があり、エネルギー多消費・
環境破壊型の経済成長一辺倒路線と決別し、資源節約型で生態系にやさしい社会・持続可
能な社会の構築を目指していたために石油産業のような伝統的産業よりも再生可能エネル
ギーや新しいタイプの産業に紙面を多く費やしていたと思われる。 
 
公有制経済と非公有制経済に関連しては、第四十五章「基本的経済制度を堅持し整える」
において、 
  
「公有制を主体とし、多様な所有制経済と共に発展するという基本的経済制度を堅持
し、各所有制経済が法に則り生産要素を平等に使用・市場競争に公平に参画・法律
による保護の同等な享受という体制環境を打ち出す」 
 
と述べた後、第一節「国有企業改革の深化」において、 
 
「電信・石油・民用航空・地方自治体公益事業の改革を継続して推進する。独占業界
の改革を深化させ、市場参入を更に緩和し効率的競争の市場枠組みを作り上げる」 
 
と、「法治」・「平等」・「公平」・「石油産業などの独占業界の改革の深化」・「規制緩和」をキ
ーワードにした改革が提起されている。 
 
この頃になって、石油業界側からも改革姿勢をアピールするような言動が出始めた。2013
年 3 月に中国石油天然気集団が「資源開発事業に民間企業からの出資を募る」と発表した。 
2014 年 9 月には、中国石油化工股份有限公司が燃料油販売部門20に国内外の企業 25 社から 
総額 1070 億元の資本を増資の形で受け入れると発表した。（25社の企業名と出資比率等の 
一覧表は資料 3 として添付） 
 
                                                  
20中国石油化工股份有限公司の 100%子会社である中国石化銷售有限公司に第三者（計 25社）の
資本を受け入れた。受け入れ後の持ち株比率は中国石油化工股份有限公司が 70.01%、25社側が
29.99%となった。 
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第三節「非公有制経済の発展をサポートし推進する」においては、 
 
「非公有制経済の発展を制限する制度的障碍を除去し、非公有制経済の発展を促進す
る政策・施策を全面的に確かなものにする。法律法規が明文にて禁じていない業界   
や分野に民間資本が参入することを奨励・推進し、市場に参入する基準と優遇・サ
ポートする政策は透明性を保ち公開し、民間資本に対してのみ付加条件を設けては
ならない。非公有制企業が出資・支配的な出資・合併買収等の多様な方法で国有企
業の制度変革・再編に参画することを奨励・推進する」 
   
と、2010 年 5 月に出された「非公新 36 条」を後押しするような記述となっている。 
 
第四十九章の「資源性商品の価格改革と環境保護費の徴収制度改革の深化」の第一節「資
源性商品価格の形成メカニズムを整備する」において、 
 
「石油製品価格の形成メカニズムを更に整え、市場化に向けた改革を積極的に推進する」 
   
と、市場実勢から乖離しがちなガソリンや軽油等の石油製品価格の形成メカニズムに問題
ありと指摘したに等しい。 
   
４）第 13 次五カ年規画(2016 年～2020 年)の建議 
習近平（2013 年 3 月に国家主席就任）・李克強（2013 年 3 月に国務院総理就任）政権が
策定する最初の五カ年計画で、2015 年 10 月 26 日～29 日に開催された五中全会（中国共産
党第18期中央委員会第5回全体会議）において承認された第13次五カ年規画(2016年～2020
年)の建議。2016 年 3 月に開催される予定の全国人民代表大会での承認を待って正式なもの
となる。 
 
第三部分の「イノベーションによる発展を堅持し、発展の質と効率の向上に注力」の（二）
「新たな発展分野の開拓」において、 
 
「電力・電信・交通・石油・天然ガス・地方自治体による公益事業等の自然独占的業
界の競合的業務を急ぎ開放する」 
 
と記されており、前政権が掲げていた改革方針を受け継ぐ格好になっている。しかし、石 
油の場合には、国務院から出された「小型製油所の整理整頓と原油・石油製品の流通秩序 
規範化に関する意見」（《关于清理整顿小炼油厂和规范原油成品油流通秩序的意见》1999 年 
5 月 6 日、国办发[1999]38 号）と「更に石油製品の市場秩序を整理し規範化することに関 
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する意見」（《关于进一步整顿和规范成品油市场秩序的意见》2001 年 9 月 28 日、国办发 
[2001]72号）で独占的権益は守られている。前者では、石油製品の備蓄・流通は中国石油 
化工集団と中国石油天然気集団の 2社に限るとしており、この措置により当時民営企業に 
より運営されていた 8 万カ所のガソリンスタンドの活動が停止してしまったという21 。ま
た、 
後者では、全ての原油は中国石油化工集団と中国石油天然気集団に販売しなければならな 
いとしているため、現時点で実際の運用がどのようになされているのかは分からないが、 
この文言に従った運用が行われていれば、他の企業が生産或は輸入した原油であっても中 
国石油化工集団か中国石油天然気集団のどちらかに販売せざるを得ないということである。 
習近平政権はその発足以来、反腐敗運動と連動させて国有企業改革を進めているが、この 
ような既得権益による独占・寡占も改革の対象としているのかどうかは定かでない。 
 
公有制経済と非公有制経済に関連しては、（六）の「発展のための新体制構築」において、 
 
「公有制を主体とし、多様な所有制経済と共に発展することを堅持する。いささかも揺る
ぎなく公有制経済を強固にしつつ発展させ、いささかも揺るぎなく非公有制
経済の発展を奨励しサポートしリードして行く」 
 
と、従来の両論を併記する表現となっている。 
 
国有企業改革の深化の面では、 
 
「国有資本の合理的な流動メカニズムを健全化し、国有資本の配置の戦略的調整を推 
進し、国有資本が国家の安全や国民経済の命脈に関わる重要な業界や要となる分野 
により多く投じられるようリードし、ぶれることなく国有企業を強く、優れた、大 
きなものにし、国家の戦略目標により良く奉仕させる」 
 
と、分野によっては強くて大きい国有企業をつくりあげる方針であることを示している。 
 
事実、習近平・李克強政権になってからは国有企業を統合する事例が多くみられる。2015 
年 6 月には、国有資産監督管理委員会が監督管理する中央国資企業である「中国北方機車
車両工業集団公司」と「中国南車集団公司」は、それぞれの子会社の「中国北車股份有限
公司」と「中国南車股份有限公司」を統合し「中国中車股份有限公司」となった。この 2
社は元 「々中国鉄路機車車両工業総公司」という鉄道車両を製造する国有企業であったが、
2000 年に「中国北方機車車両工業集団公司」と「中国南車集団公司」に分離、再編成され
                                                  
21 『21 世紀の中国 経済編』加藤弘之・渡邉真理子・大橋英夫著 2013 年 p.124 
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た。2000 年当時は、鉄道車両製造という事業分野を一社に独占させるよりは、二社で競争
させた方がより強くなれるという考えを持っていた朱鎔基首相が分離を主導したと言われ
ている。 
   
2015 年 6 月には、中央国資企業の「中国電力投資集団公司」と「中国核電技術有限公司」
が経営統合した。 
   
2015 年 12 月 8 日には国有資産監督管理委員会が、中央国資企業である「中国五鉱集団公
司」と「中国冶金科工集団有限公司」の合併を発表した。2社とも、鉄鋼を主とする金属事
業、金属原料や鋼材などの金属製品の販売事業を行っている。 
 
2015 年 12 月 11 日には、国有資産監督管理委員会が、ともに中央国資企業で主に海運事
業を営む「中国遠洋運輸（集団）総公司」と「中国海運（集団）総公司」の合併を発表し
た。これらの他にも、通信・鉄鋼・自動車等の分野でも合併や再編が検討されているとの
ことで、五カ年計画にある「国有企業を強く、優れた、大きなものにし、国家の戦略目標
により良く奉仕させる」の文言通りに進めているようである。 
 
民営企業については、 
 
「民営企業が法に依りより多くの分野に参入することを奨励し、非国有資本が国有企
業改革に参与するよう引き入れ、非公有経済の活力と創造力をより良く呼び起こす」 
 
としている。 
  
また、（七）の「マクロコントロール方式を刷新し整える」においては、 
 
「政府の価格形成に対する干渉を減らし、競合的分野の商品の価格・サービスの価格
を全面的に自由化し、電力・石油・天然ガス・交通運輸・電信等の分野の（市場競
争に任せるべき生産段階とか出荷段階等の）ステップ別競合価格（“竞争性环节价”）
を自由化する」 
 
と、前政権が「価格形成は市場に委ねる」とした方針を受け継いでいる。 
 
第五部分の「グリーン発展を堅持し生態環境の改善に尽力する」の（三）「低炭素で循環
型経済の発展を推進する」においては、 
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「風力エネルギー・太陽エネルギー・バイオエネルギー・水力・地熱エネルギーの
発展を加速し、原子力を安全で高効率に発展させる」 
と、太陽エネルギーについて触れられているが具体的記述はない。 
 
これまで見てきた国家全体の経済運営方針となる五カ年計画の中では、「太陽エネルギー
の発展を加速する」といった短い表現はあるものの具体的な発展計画を記述されることの
なかった太陽電池産業だが、2012 年の 9 月に国家エネルギー局が「太陽光発電発展の第十
二次五カ年規画」を初めて策定し、主に大型の太陽光発電所（＝「メガソーラー」）の具体
的建設計画について論じている。 
 
その中の一部に太陽電池産業に関する記述がある。まず現状認識として、 
 
「我が国の太陽電池産業は急速な発展を遂げ、2010 年には電池生産量が 10 ギガワット
に達し世界に占めるシェアが 50%を超え、世界のトップ 10 に入る太陽電池製造業者
は 5社となっている」 
 
今後の発展目標に就いては、 
    
「太陽電池の技術力を高めて変換効率を上げ、生産コストを下げ、競争力を更に高
め、産業チェーンを全面的に最適なものとする」 
 
とはあるが、一般的な目標を掲げたに過ぎない。中国の太陽電池産業は、日本が世界シェ
アの約 50%を握っていた 2004 年時点では産声をあげたばかりであったものの、2010 年には 
逆に中国が約 50%のシェアを握り、翌 2011 年には約 60%のシェアを奪うまでになった。そ
れにも拘らず、中央政府が策定する五カ年計画においては、その産業の育成や発展に関す
る計画が具体的に論じられていないという側面がある。国が計画をつくり政策を講じて発
展させた産業ではなく、民間の起業家が自らの力で事業を拡大させたという経緯が影響し
ていると思われる。 
四．太陽電池産業発展の経緯 
この項では、それぞれの起業家がどのようにして太陽電池製造企業としての地位を築き
あげたかを大まかに整理してみたい。 
 
１） 無錫尚德太陽能電力有限公司  
Suntech(サンテック)と呼ばれる世界有数の太陽電池メーカーであり、日本では 100%出資
48 
子会社のサンテックパワージャパン株式会社が「サンクリスタル」のブランドで太陽光発
電モジュール等を販売している。 
 
2005 年 12 月、中国の民営企業として初めてニューヨーク証券取引所に株式を上場し資
金調達することに成功した。このことが契機となり、数多くの中国の同業他社が海外の株
式市場に上場することで資金を調達し業容拡大につなげた。例えば、サンテック上場の翌
年の 2006 年には、天合光能有限公司がニューヨーク証券取引所に、浙江昱輝陽光能源有限
公司はロンドン証券取引所にそれぞれ上場し、林洋新能源有限公司と阿特斯太陽能有限公
司は米国ナスダック市場に上場した。2007 年には、英利緑色能源控股有限公司と賽維 LDK
太陽能有限公司がニューヨーク証券取引所に上場し、晶澳太陽能有限公司と中電電気（南
京）光伏有限公司はナスダック市場に上場した。 
 
サンテック設立からの発展の経緯を大まかに見ると次のようになる22。 
2001 年「無錫尚德太陽能電力有限公司」が設立される。  
2003 年 中国初のシリコンセル生産ライン（生産能力 15 メガワット）を稼働。  
2005 年 中国初のメガワット級セル生産工場（生産能力 120 メガワット）を稼働。  
2005 年 ニューヨーク証券取引所に新規株式を公開、上場成功。 
    2005 年の生産量が 540 メガワットとなり、世界のトップ 3 に入る。 
2008 年 生産能力 1 ギガワットを達成、結晶系太陽光発電モジュール生産量が世界一に。 
 
創業者の施正栄氏（1963 年生、長春理工大学卒）は豪州ニューサウスウェールズ大学に
留学し、1991 年に多結晶シリコン薄膜技術で博士号を取得。中国に戻り、太陽電池のセル
を製造する企業を設立しようとした際の自己資金は 40 万ドルしかなかったため、出資者を
募った。最終的に、自己資金 40 万ドルと太陽電池製造技術を 160 万ドルの現物出資と見な
すことで施正栄氏の出資分を 200 万ドルとし、「江蘇小天鹅集団」、「無錫国聯信託投資公司」、
「無錫高新技術投資公司」など地元の国有企業数社からの出資合計 600 万ドルと合わせ 800
万ドルの資本金で「無錫尚德太陽能電力有限公司」の設立となった。設立当初は製品販売
が思うように伸びず苦しい経営が続いたが欧米向け輸出が増えたことなどからニューヨー
ク証券取引所上場への準備を始める。 
 
先ず、2005 年 1 月に「尚德 BVI 公司」を設立し、「無錫尚德太陽能電力有限公司」設立
時に総額 600 万ドルを出資してくれた国有企業数社の株式持ち分を全て買い取ることとし
た。他社の支援を得たり、色々な手法を駆使したりして 2005 年 5 月には国有企業各社の持
ち分を全て買い取ることで合意した。国有企業側は元の出資金に対し約 13.3 倍の投資収益
                                                  
22 サンテックパワー http://www.suntech-power.co.jp/company/index.html#history の 
 「沿革」より。 
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をあげたとのことであるから、施正栄氏は約 8,580 万ドルを費やして国有企業各社の株式
持ち分を買い取ったことになる。これにより、「無錫尚德太陽能電力有限公司」の株式は実
質的に全て施正栄氏の所有となり 2005 年 12 月 14 日の上場で 3 億 9600 万ドルの資金を得
るに至った23。 
 
 施正栄氏は一貫して最高経営責任者(CEO)として経営にあたったが、ヨーロッパの需要が
激減したことや欧米の太陽電池製造業者からダンピング提訴が相次いだ等の要因で無錫尚
德太陽能電力有限公司は 2013 年 3 月に破産に至り、同氏も経営者としての職を辞した。サ
ンテックグループの他の企業は事業を継続している。 
 
２）英利集団 
YINGLI SOLAR（インリーソーラー）と呼ばれる、世界有数の太陽電池製造業者で日本国
内でも「インリーソーラー」として販売を行っている。河北省保定市出身の苗連生氏（1956
年生、北京大学卒、軍人から事業家へ）が 1987 年に保定英利集団有限公司を創業し色々な
事業を行うが、1998 年より太陽電池製造事業を主とするようになる。設立からの発展の経
緯を大まかに見ると次のようになる24。 
 
1998 年 保定英利新緑色能源有限公司を設立。資本金 500 万元。 
1999 年 中国で初めてとなる多結晶シリコンによる太陽電池生産ラインを稼働。 
2004 年  4 億元を投じ生産能力拡張にとりかかる。 
2006 年 拡張工事が完成しシリコン鋳造－ シリコンウェーハ製造 －太陽電池セル製造－
太陽電池組立までの一貫生産ラインが稼働し生産能力は 100 メガワットに。 
2007 年 ニューヨーク証券取引所に株式上場 
2012 年 生産能力を 2450 メガワットまで拡大し、世界有数の太陽電池メーカーとなる。 
 
この後、『中国経済統計年鑑』で「2013 年の太陽電池セルと太陽電池モジュールの生産量
が世界一位であった」と紹介されたように生産量トップの地位にまで登りつめる。しかし、
「英利緑色能源控股有限公司」をニューヨーク証券取引所に株式上場するまでには概略次
のような経緯があった25。 
 
2002 年 「保定天威保変電気股份有限公司」（変圧器等を製造する国有企業で上海証券取引
所に上場している上場企業）、「保定英利集団有限公司」、「北京中新立業科技投資
                                                  
23 新浪博客 http://blog.sina.com.cn/s/blog_40251d320100jxye.html 
24 百度百科 http://baike.baidu.com/の「苗连生」に依る。 
25 Yingli Green Energy Holding Company Limited (＝“英利绿色能源控股有限公司”)の 
 ウェブサイトで公表されている Annual Report 2007 の 34-40 ページに出てくる History 
  And Development of the Company に依る。 
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咨詢有限公司」の 3社で取り交わした増資協定に基づき「保定英利新緑色能源有
限公司」の登録資本金を 7500 万元に増額、その出資比率を 49%、45%、6%とし
た。国有企業である「保定天威保変電気股份有限公司」が筆頭株主で 4475 万元
を出資した。 
2004 年  社名を「保定英利新緑色能源有限公司」から筆頭株主の名称を入れた「保定天威
英利新能源有限公司」に変更。 
2005 年 「北京中新立業科技投資咨詢有限公司」が保有していた株式を 2社に譲渡。結果、 
出資比率は「保定天威保変電気股份有限公司」が 51%、「保定英利集団有限公司」
が 49%となる。 
2006 年 6 月 苗連生氏が単独でバミューダ諸島に「英利能源控股有限公司」を設立。 
2006 年 8 月 ケイマン諸島に「英利緑色能源控股有限公司」を設立。これが、ニューヨー 
ク証券取引市場に上場するための会社として準備したもの。 
2006 年 8 月「保定英利集団有限公司」のみが出資金を増やす形で「保定天威英利新能源有
限公司」の資本金を 1 億元とする。これにより出資比率は「保定英利集団有
限公司」が 51%、「保定天威保変電気股份有限公司」が 49%に変わる。 
2006 年 8 月「保定天威保変電気股份有限公司」とケイマン諸島に設立した「英利緑色能源
控股有限公司」の間で株式譲渡に関わる契約が締結される。一定条件のもと、
「保定天威保変電気股份有限公司」が保有する「保定天威英利新能源有限公
司」の株式を「英利緑色能源控股有限公司」の株式と交換してもらうため。 
2006 年 9 月「保定英利集団有限公司」が保有する「保定天威英利新能源有限公司」の 51% 
の株式を 1700 万ドルで「英利緑色能源控股有限公司」に譲渡。これにより「保
定天威英利新能源有限公司」は「英利緑色能源控股有限公司」の子会社とな
る。こののち「保定天威保変電気股份有限公司」とケイマン諸島に設立した
「英利緑色能源控股有限公司」の間で株式譲渡に関わる追加契約が 3 度締結
され、その結果「保定天威保変電気股份有限公司」は、初期の投資額 4475 万
元と比較すると、「英利緑色能源控股有限公司」のニューヨーク上場により少
なくとも 24 億元を超える投資収益を得られることとなり、「保定天威保変電
気股份有限公司」が国有企業且つ上場企業であるがために国有資産の海外流
出を防ぐ目的で設けられていた諸々の規制を外してもらうことができ「英利
緑色能源控股有限公司」の上場が可能となった。 
2007 年 6 月 ニューヨーク証券取引所上場時に 2,655 万株を売り出し、2 億 7452.7 万ドル 
の資金を得た。 
 
サンテックの場合もインリーの場合も創業資金を集めることに苦労していることが窺い
知れる。2 社とも、最初は国有企業の出資を仰ぎ、事業がある程度軌道に乗った後で、今度
は国有企業の出資分を買い取る手はずを整え、創業者が名実ともに企業の代表者になった
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あとニューヨーク証券取引所に上場している。創業時に国有企業の出資を仰ぐのは、国有
企業が有する「信用」と「関係」を用いないことには銀行借入れができないという現実に
対応するものであると思われる。 
中国政府もベンチャービジネスに資金提供をする仕組みづくりとして、2009 年には深圳
証券取引所の中に“创业板”（＝「創業板」、「ChiNext（チャイネクスト）」とか「中国版ナ
スダック」と呼ばれベンチャー企業や新興企業の株式上場を比較的容易にすることで資金
繰りをサポートするための株式市場で、米国ナスダック市場や東京証券取引所のマザーズ
市場に相当する）を設けた。 
 
また、2013 年 12 月には会社設立の負担を和らげるために「会社法」の改正を行い、2014 
年 3 月 1 日より施行した。主な改正点は、会社設立時の資本金の最低限度額に関する規制 
（有限責任会社は 3 万元、一人有限責任会社は 10 万元、株式会社は 500 万元）を撤廃した 
ことと会社登記時の登録資本を払込額から引受額に変更したことで、起業家にとっては会 
社設立が容易になっている。 
 
３）天合光能有限公司 
2014 年の中国版「フォーチュン 500」で 406 位となった天合光能有限公司の創業者は 
江蘇省常州市出身の高紀凡氏（1965 年生、吉林大学修士課程修了）で 1997 年に創業。創
業当初はビルの外壁に使うアルミ製カーテンウオールの製造販売を行っていたが、1999 年
に太陽電池利用建築の研究開発センターを設立後、太陽電池モジュールの生産に事業を転
換した。その後、業績を着実に伸ばし、2006 年 12 月、ニューヨーク証券取引所に株式上
場を果たし上場によって得られた資金で更に業容を拡大した。太陽電池モジュールを中心
とする同社製品は Trinasolar のブランド名で欧米、アジア太平洋地域、中近東、アフリカ
等 30 余りの国々に輸出されている26。 
 
４）阿特斯太陽能有限公司 
2014 年の中国版「フォーチュン 500」で 432 位となった阿特斯太陽能有限公司の創業者
は江蘇省常熟市出身の翟暁鏵氏（1964 年生、清華大学卒）で、カナダに留学しトロント大
学博士課程で半導体材料に就いて研究し博士号を取得。2001 年にカナダにおいて Canadian 
Solar Inc.社を設立。2006 年、ナスダック市場に上場。中国には Canadian Solar Inc.社が
100%出資する形で設立された阿特斯光伏电子（常熟）有限公司，阿特斯光伏科技（蘇州）
有限公司，阿特斯太陽能光電（蘇州）有限公司，阿特斯光伏電力（洛陽）有限公司，蘇州
阿特斯陽光電力科技有限公司，常熟阿特斯陽光電力科技有限公司の 6 社があり太陽電池関
連製品の製造拠点・研究開発拠点となっている27。 
                                                  
26 百度百科 http://baike.baidu.com/の「高纪凡」に依る。 
27百度百科 http://baike.baidu.com/の「翟晓铧」に依る。 
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 上述の天合光能有限公司と阿特斯太陽能有限公司も創業時の資金集めや株式上場時の
諸々の調整で苦労があったと推測はできるものの、公開されているものの中にサンテック
やインリーの時のような経緯は見出し得なかった。或いは、天合光能有限公司の場合には 
太陽電池事業を始める前に営んでいたアルミ製カーテンウオールの製造販売事業において 
資本の蓄積ができたのかも知れない。また、カナダで創業した阿特斯太陽能有限公司の場
合には事業構想に賛同して出資するベンチャーキャピタル等の支援を容易に得られたから
なのかも知れない。 
おわりに 
 「改革・開放」政策が採られて以降、国有企業改革は一貫して行われている。ただ、本 
稿で見たように「五ヵ年計画」の中では、「国家の安全と国民経済の命脈に関わる重要な領 
域は国有企業が担う」とか「公有経済の中核としての国有企業を強化する」のような文言 
と「国有企業が独占している分野を改革し参入を緩和し効率的競争ができるような枠組み 
をつくる」とか「非国有資本を国有企業改革に引き入れる」のような文言の混在は時とし 
て相反するようにも見えるが、国有企業に「効率的経営」をさせ、「国際的競争力をつける」、 
そのためには「民間資本の導入や民間資本との協業」があっても良いと考えているのだと 
理解すれば矛盾は解消する。しかしながら歴代のいずれの政権も日本が鉄道事業・郵便事 
業で進めつつある「民営化」ということには触れたことがない。したがって、民営化は目 
指さないが民間活力の導入をしたり民間資本との協業を行ったりして国有企業の改革を継 
続していくに違いない。 
 
 一方、太陽電池産業や本稿では触れていないものの「アリババ」や「テンセント」に代 
表される IT 産業等においては大型の民間企業が「五ヵ年計画」とは無縁のところで育って 
いることも政府側は認識しており、国民経済の発展にこうした活力を更に取り込むべく「対 
話」を続けていくものと思われる。 
 
 
参考文献： 
『中国の石油と天然ガス』 神原 達著 2002 年  アジア経済研究所 
『チャイニーズ・ドリーム』 丸川知雄著 2013 年  筑摩書房 
『21 世紀の中国 経済編』 加藤弘之・渡邉真理子・大橋英夫著 2013 年 朝日新聞出版 
『中国石油メジャー : エネルギーセキュリティの主役と国際石油戦略』 郭四志著  
2006 年文眞堂 
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資料 
資料１ 
 
国务院国有资产监督管理委员会 中央企业名单（2015 年 12 月の同委員会ウェブサイト情報） 
 
1 中国核工业集团公司   60 中国中钢集团公司 
2 中国核工业建设集团公司   61 中国冶金科工集团有限公司 
3 中国航天科技集团公司   62 中国钢研科技集团公司 
4 中国航天科工集团公司   63 中国化工集团公司 
5 中国航空工业集团公司   64 中国化学工程集团公司 
6 中国船舶工业集团公司   65 中国轻工集团公司 
7 中国船舶重工集团公司   66 中国工艺（集团）公司 
8 中国兵器工业集团公司   67 中国盐业总公司 
9 中国兵器装备集团公司   68 中国恒天集团公司 
10 中国电子科技集团公司   69 中国中材集团公司 
11 中国石油天然气集团公司   70 中国建筑材料集团有限公司 
12 中国石油化工集团公司   71 中国有色矿业集团有限公司 
13 中国海洋石油总公司   72 北京有色金属研究总院 
14 国家电网公司       73   北京矿冶研究总院 
15 中国南方电网有限责任公司 74   中国国际技术智力合作公司 
16 中国华能集团公司   75 中国建筑科学研究院 
17 中国大唐集团公司   76 中国北方机车车辆工业集团公司 
18 中国华电集团公司   77 中国南车集团公司 
19 中国国电集团公司   78 中国铁路通信信号集团公司 
20 中国电力投资集团公司   79 中国铁路工程总公司 
21 中国长江三峡集团公司   80 中国铁道建筑总公司 
22 神华集团有限责任公司   81 中国交通建设集团有限公司 
23 中国电信集团公司   82 中国普天信息产业集团公司 
24 中国联合网络通信集团有限公司 83   电信科学技术研究院 
25 中国移动通信集团公司   84 中国农业发展集团总公司 
26 中国电子信息产业集团有限公司 85   中国中纺集团公司 
27 中国第一汽车集团公司   86 中国外运长航集团有限公司 
28 东风汽车公司       87   中国中丝集团公司 
29 中国第一重型机械集团公司 88   中国林业集团公司 
30 中国机械工业集团有限公司 89   中国医药集团总公司 
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31 哈尔滨电气集团公司   90 中国国旅集团有限公司 
32 中国东方电气集团有限公司 91   中国保利集团公司 
33 鞍钢集团公司       92 珠海振戎公司 
34 宝钢集团有限公司   93 中国建筑设计研究院 
35 武汉钢铁（集团）公司   94 中国冶金地质总局 
36 中国铝业公司       95 中国煤炭地质总局 
37 中国远洋运输（集团）总公司 96 新兴际华集团有限公司 
38 中国海运（集团）总公司   97 中国民航信息集团公司 
39 中国航空集团公司   98 中国航空油料集团公司 
40 中国东方航空集团公司   99 中国航空器材集团公司 
41 中国南方航空集团公司   100 中国电力建设集团有限公司 
42 中国中化集团公司   101 中国能源建设集团有限公司 
43 中粮集团有限公司   102 中国黄金集团公司 
44 中国五矿集团公司   103 中国储备棉管理总公司 
45 中国通用技术（集团）控股有限责任公司 104 中国广核集团有限公司 
46 中国建筑工程总公司   105 中国华录集团有限公司 
47 中国储备粮管理总公司   106 上海贝尔股份有限公司 
48 国家开发投资公司   107 武汉邮电科学研究院 
49 招商局集团有限公司   108 华侨城集团公司 
50 华润（集团）有限公司   109 南光（集团）有限公司 
51 中国港中旅集团公司[香港中旅（集团）有限公司]110 中国西电集团公司 
52 国家核电技术有限公司   111 中国铁路物资（集团）总公司 
53 中国商用飞机有限责任公司 112 中国国新控股有限责任公司 
54 中国节能环保集团公司       
55 中国国际工程咨询公司       
56 中国诚通控股集团有限公司       
57 中国中煤能源集团公司       
58 中国煤炭科工集团有限公司       
59 机械科学研究总院      
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中共中央管理的干部职务名称表 (2013-07-24 新浪博客に転載されたものの一部) 資料 2 
1 中国共产党中国核工业集团公司党组书记、副书记、成员，中国核工业集团公司总经理、副
总经理，监事会主席； 
2 中国共产党中国核工业建设集团公司党组书记、副书记、成员，中国核工业建设集团公司总
经理、以下同じ（副总经理，监事会主席の部分） 
3 中国共产党中国航天科技集团公司党组书记、副书记、成员，中国航天科技集团公司总经理、 
4 中国共产党中国航天科工集团公司党组书记、副书记、成员，中国航天科工集团公司总经理、 
5 中国共产党中国航空工业第一集团公司党组书记、副书记、成员，中国航空工业第一集团公
司总经理、 
6 中国共产党中国航空工业第二集团公司党组书记、副书记、成员，中国航空工业第二集团公
司总经理、 
7 中国共产党中国船舶工业集团公司党组书记、副书记、成员，中国船舶工业集团公司总经理、 
8 中国共产党中国船舶重工集团公司党组书记、副书记、成员，中国船舶重工集团公司总经理、 
9 中国共产党中国兵器工业集团公司党组书记、副书记、成员，中国兵器工业集团公司总经理、 
10 中国共产党中国兵器装备集团公司党组书记、副书记、成员,中国兵器装备集团公司总经理、 
11 中国共产党中国电子科技集团公司党组书记、副书记、成员,中国电子科技集团公司总经理、 
12 中国共产党中国石油天然气集团公司党组书记、副书记、成员，中国石油天然气集团公司 
总经理、 
13 中国共产党中国石油化工集团公司党组书记、副书记、成员,中国石油化工集团公司总经理、 
14 中国共产党中国海洋石油总公司党组书记、副书记、成员，中国海洋石油总公司总经理、 
15 中国共产党中国国家电网公司党组书记、副书记、成员，中国国家电网公司总经理、 
16 中国共产党中国南方电网有限责任公司党组书记、副书记、成员，中国南方电网有限责任
公司总经理 
17 中国共产党中国华能集团公司党组书记、副书记、成员，中国华能集团公司总经理、 
18 中国共产党中国大唐集团公司党组书记、副书记、成员，中国大唐集团公司总经理、 
19 中国共产党中国华电集团公司党组书记、副书记、成员，中国华电集团公司总经理、 
20 中国共产党中国国电集团公司党组书记、副书记、成员，中国国电集团公司总经理、 
21中国共产党中国电力投资集团公司党组书记、副书记、成员,中国电力投资集团公司总经理、 
22 中国共产党中国长江三峡工程开发总公司党组书记、副书记、成员，中国长江三峡工程开 
发总公司总经理、 
23 中国共产党神华集团有限责任公司党组书记、副书记、成员，中国神华集团有限责任公司 
总经理、； 
24 中国共产党中国电信集团公司党组书记、副书记、成员，中国电信集团公司总经理、 
25 中国共产党中国网络通信集团公司党组书记、副书记、成员，中国网络通信集团公司总经 
理，以下同じ（副总经理はなく、监事会主席のみ）  
26中国共产党中国联合通信集团公司党组书记、副书记、成员,中国联合通信集团公司总经理， 
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27中国共产党中国移动通信集团公司党组书记、副书记,成员，中国移动通信集团公司总经理，  
28 中国共产党中国电子信息产业集团公司党组书记、副书记、成员，中国电子信息产业集团
公司总经理，  
29 中国共产党中国第一汽车集团公司委员会书记，中国第一汽车集团公司总经理，  
30 中国共产党东风汽车公司委员会书记，中国东风汽车公司总经理，  
31 中国共产党中国第一重型机械集团公司委员会书记，中国第一重型机械集团公司总经理，  
32 中国共产党中国第二重型机械集团公司委员会书记，中国第二重型机械集团公司总经理，  
33 中国共产党哈尔滨电站设备集团公司党组书记、副书记、成员，中国哈尔滨电站设备集团 
公司总经理、副总经理，监事会主席； 
34 中国共产党中国东方电气集团公司党组书记、副书记、成员，中国东方电气集团公司总经 
理、副总经理，监事会主席； 
35 中国共产党鞍山钢铁集团公司委员会书记，鞍山钢铁集团公司总经理，监事会主席； 
36 中国共产党上海宝山钢铁集团公司委员会书记，上海宝山钢铁公司总经理，监事会主席； 
37 中国共产党武汉钢铁集团公司委员会书记，武汉钢铁集团公司总经理，监事会主席； 
38 中国共产党中国铝业集团公司党组书记、副书记、成员，中国铝业集团公司总经理、副总
经理，监事会主席； 
39 中国共产党中国远洋运输集团公司党组书记、副书记、成员，中国远洋运输集团公司总经
理、以下同じ（副总经理，监事会主席の部分） 
40 中国共产党中国海运(集团)公司党组书记、副书记、成员，中国海运(集团)公司总经理、 
41 中国共产党中国航空集团公司党组书记、副书记、成员，中国航空集团公司总经理、 
42 中国共产党中国东方航空集团公司党组书记,副书记、成员，中国东方航空集团公司总经理、 
43 中国共产党中国南方航空集团公司党组书记,副书记、成员，中国南方航空集团公司总经理、 
44 中国共产党中国中化集团公司党组书记、副书记、成员，中国中化集团公司总经理、 
45 中国共产党中国粮油食品(集团)有限公司党组书记，中国粮油食品(集团)有限公司总经理，
监事会主席； 
46 中国共产党中国五矿集团公司党组书记、副书记、成员，中国五矿集团公司总经理、副总
经理，监事会主席； 
47 中国共产党中国通用技术(集团)控股有限责任公司党组书记、副书记、成员，中国通用技
术(集团)控股有限责任公司总经理、以下同じ（副总经理，监事会主席の部分） 
48 中国共产党中国建筑工程总公司党组书记、副书记、成员，中国建筑工程总公司总经理、 
49中国共产党中国储备粮管理总公司党组书记,副书记、成员，中国储备粮管理总公司总经理、 
50 中国共产党中国国家开发投资公司党组书记,副书记、成员，中国国家投资开发公司总经理 
51中国共产党招商局集团有限公司党组书记,副书记、成员，中国招商局集团有限公司总经理、 
52 中国共产党华润(集团)公司党组书记、副书记、成员，华润(集团)公司总经理、 
53 中国共产党香港中旅(集团)有限公司党组书记、副书记、成员，香港中旅(集团)有限公司总
经理、  
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出所：中国石化新闻办 2014-09-14                         資料 3 
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 中国金融における「下からの変革」                     
――「民間貸借」からソーシャルレンディングへ―― 
はじめに 
現在の中国の金融制度の成立について、「改革開放」の結果だと、当然のように語られて
いる。即ち、政府が先進諸国の金融制度を参考にしながら、金融機関、市場及び関連制度
を整備・改革してきたとされている。 
樊・岡（1998、ⅰ頁）は、「中国の金融改革は、社会主義市場経済を実現する過程におい
て、市場経済に応じた金融・資本市場を作り、中央銀行の金融政策のマクロコントロール
を強化、金融機関の経営の近代化をはかること」の必要性を指摘した。張傑（2001、262
頁）は、「中国の漸進改革の成功は金融改革の遅れと巨大な金融リスクの蓄積を対価とする」
と主張している。童適平（2013、ⅴ頁）は、出版目的について「本書は金融制度の全般を
通して、中国の漸進的改革の成功と失敗の原因に対して、可能な限りの解明を試みている」
と述べている。以上はごくわずかな例ではありますが、枚挙に暇がないほど中国の金融制
度の形成に関する研究は、金融制度が政府の「上からの改革」を前提とし、必ず「金融改
革」に言及するようになっている。 
しかし、これまで少なくとも成功した一部の「金融改革」は、民間或いは業界による金
融イノベーション（本研究は「下からの変革」と呼ぶ）を取り入れた経緯がある。また、
政府によって整備された官僚組織の性格が強い金融機関は、少なくとも初期ではほとんど
民間中小企業或いは庶民をサービスの対象とすることがなく、民間における自発的な金融
イノベーションを誘発したのである。本稿は、伝統的な「民間貸借」とそのネット化産物
であるソーシャルレンディングの生成・発展過程を通じて、中国の金融制度の成立におけ
る「下からの変革」の側面を追究する。なお、伝統的な「民間貸借」の部分は、陳玉雄（2009）
によるところが大きい。 
1. 「民間貸借」の復活と発展 
「民間貸借」は、民間における貸借関係を指す。但し、ここで言う「民間」は、フォー
マル金融機関がかかわらないところを意味する。「民間貸借」は、大きく各種の金融仲介業
者を介する「間接貸借」と仲介業者を介さない「直接貸借」との二つに分けることができ
る。そのうち、直接貸借も、知り合いの範囲内における相対方式のものの他に、個人ある
いは紹介業者を通じて行われるものを含む（陳玉雄 2009、3 頁）。さらに、フォーマルな金
融機関を通じて行われるもの以外の、すべての金融業者、金融業務および資金調達も「民
間貸借」と称されている。すなわち広義の「民間貸借」は、中国で「民間金融」と言われ
るインフォーマル金融全体を指す場合も少なくない（陳玉雄 2010、21 頁）。 
本稿では、特に説明しない限り「民間貸借」は狭義のもの、すなわち個人或いは紹介業
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者を通じて行われるものを含め、個人間あるいは個人と企業間の直接貸借を指す。その他
に、仲介業者を介する間接的なものを含め個人間あるいは個人と企業間の貸借関係を、広
義の「民間貸借」とする。また、フォーマル金融以外のすべての金融業者、金融業務およ
び企業・個人の資金調達活動を「インフォーマル金融」と総称する。以下は、「民間貸借」
の復活と発展の過程を見る。 
 
 個人間の直接貸借 
中国では、狭義の「民間貸借」の他、コミュニティー金融の仕組み「合会」(無尽)、中国
式銀行とされる「銭荘」などの貸金業者及び遠隔地為替業者「票号」などが古くから発達
していた。漢の時代（紀元前 202 年－220 年）には、既に多くの貸金業者「子銭家」が存
在し、長安には「子銭家」が組織した金貸イチバがあった（彭信威 1965、209 頁)。清朝末
期と民国初期には、自由貿易権、関税特権及び治外法権などを獲得したにもかかわらず、
外国商社「洋行」だけではなく、外国銀行も個々の「銭荘」が発行した手形である「荘票」
と「銭荘」の業界組織が運営する手形交換所に依存せざるを得なかったのである（陳玉雄
2010、124-125 頁）。しかし、1950 年代の社会主義改造によって私的な経済活動がほぼ消
滅され、「民間貸借」を含むインフォーマル金融が存在する余地がなくなった。その中で、
唯一無利息の個人間の直接貸借は計画経済期においても、困窮化した個人或いは家庭の救
済を目的とするものが認められていた。政府は、計画経済期において基本的に生産に直接
貢献しない消費者金融を否定し、「他人の労働成果を搾取する」利息を全面的に禁止してき
た。また、一元的な財政配分システムの下、企業による資金調達の必要性がなくなり、商
業銀行が中央銀行である中国人民銀行の一部門となった。さらに、唯一の銀行となった中
国人民銀行でさえも、一時期財政部（日本の財務省に相当）の中に移転し財政部と一体化
された。このように、経済の計画化に伴い金融部門全体が消滅した中、唯一個人への救済
的な貸出が認められていた。これは、あくまでも親しい仲間の間における生活困難者に対
する救済的な貸出に限定され、自然人の間における直接的な貸借である（陳玉雄 2009、3
頁）。この中で、冠婚葬祭などの消費資金の調達を目的とする個人間貸借が復活した。いう
までもなく、これらのものはどれも小額なものであり、救済的でなくても、互助的な性格
が強かった。そもそも、多額な貸出金を持つ裕福な個人或いは家庭が存在しなかったので
ある。 
 
 事業資金の調達と紹介業者 
次に、事業資金の調達のため「個人・私営企業」が「民間貸借」を利用するようになり、
この需要を満たすことをビジネス機会とする紹介業者が生まれたのである。1970 年代末の
改革開放以降「個人企業」28、私営企業が族生した。これらの「個人・私営企業」は、「民
                                                  
28 「個人企業」は、中国で「個体戸（世帯の意味）」、「個体労働」などと呼ばれ、日本で「自営
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間貸借」を通じて事業資金の調達に乗り出した。これらの貸借は、個人間貸借と後述の「紹
介業者」を介したものを含めて、当時の比較的に緩やかな政策環境の中で「民間自由貸借」
と呼ばれるようになった。 
「個人・私営企業」は、その存在自体が認められない時期もあり、資金、原材料および
技術などの調達においてかなり制限されていた（陳玉雄 2010、175-181 頁）。資金面では、
最初から国有企業や公的プロジェクトの資金調達を目的とする国営専業銀行（のちに国有
商業銀行）からの資金調達は無理があり、また農村信用合作社から資金を調達することも
容易なものではなかった。この中で、「私営・個人企業」、とりわけ創業してから間もない
ものは、「民間貸借」で資金を調達せざるを得なかったのである。まず、家庭副業の性格が
あり無限責任を基本とする「個人企業」は、法人資格を持たず銀行から借り入れることが
できないため、「民間貸借」から資金を調達するのが自然の流れであった。次に、私営企業
やその他の企業も、生産手段の公的所有原則が維持され企業自体の存続が危惧される中、
最初は企業主あるいは株主が個人名義で、そのうちに企業名義で事業資金を借り入れるよ
うになった。この中で、個人から企業への貸借まで、「民間貸借」が拡大解釈されるように
なった（陳玉雄 2009、3-4 頁）。なお、企業は個人から借り入れる場合、その資金調達活動
が「不特定多数」からの「銀行預金業務」あるいは「違法集資」とされる可能性があり、
取締りリスクを冒すことになる。2003 年 5 月に河北省徐水県にある大午農牧集団孫大午会
長が「預金の違法受入」の疑いで逮捕されたのはそのためである（陳玉雄 2010、202 頁）。 
しかし、これらの資金調達はあくまでも親友関係などの単一の人的ネットワークに依存
して行うものであり、作れば売れる中で企業の事業資金の需要を満たすことができなくな
った。単一の人的なネットワークを超えた貸借も、「銀背」、「銭中」などと呼ばれている紹
介業者を介して行われるようになった。「銀背」、「銭中」は、自己資金を貸出していた個人
から発展し、民間の貸借双方の紹介を事業とする個人金融業者である。これらの個人は、
当初自己資金を貸出の原子にしていたが、やがて自己資金で対応できないものを自らの人
的ネットワークを活用して紹介するようになった。その紹介は、最初手数料なしで行われ
たが、そのうち手数料を取るようになり、さらにはそれを自らの事業とするようになった
者もあらわれたのである（陳玉雄 2009、3-4 頁）。 
「民間自由貸借」はどの地域にも存在するものであるが、経済が比較的に発達した東部
地域では民間貸借の資金使途は主に生産活動になるのに対して、比較的に遅れている西部
地域ではその資金が冠婚葬祭などの大型消費に使われる場合が多い （江曙霞ほか 2003、
47 頁）。そのうちの一部は、政府による取り締まりリスクを冒し、自己資金（自らの返済能
                                                                                                                                                  
業」と訳されている。農業以外の副収入を狙う「家庭副業」として個人あるいは家族労働から出
発したが、その後 2 名さらには 5 名までの弟子入れが認められ、現在は従業員 7 名までの家内
企業を指す。しかし、2003 年筆者が福建省のある「個人企業」を訪問した時、その従業員が 50
名以上になることを知り、驚いたが、その経営者は、「私営企業」になると、銀行などが融資し
てくれる可能性があるが、登録する時の手続きが煩雑になる一方、税務署、工商管理局などとの
付き合いも多くなると説明した。 
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力）を超えて自らの責任で資金を借り入れるものも出てきた。この場合、「銀背」などの名
のままで実質的に下記の「銭荘」になったのである。 
 
 貸金業者の仲介 
広義の「民間貸借」は、個人および「銭荘」などのインフォーマルな金融仲介業者を介
する、個人・企業間における貸借関係を指す。1980 年代からの「銭荘」 29などは、ほとん
ど上記の個人紹介業者或いは「合会」（無尽）の親から発展したものである。金融紹介業者
は、自己資金での貸出も行うが、あくまでも貸借双方の紹介により手数料を得るだけであ
り、リスクを負わない。また、貸出側からの連帯保証要求を受け入れる時もあるが、基本
的に貸借双方の自己責任の下で紹介のみを業務とする。これに対して、「銭荘」と呼ばれる
仲介業者は、自己責任で常時に資金を借り入れ、貸出を行う。前者は基本的に「直接貸借」、
後者は「間接貸借」だと言える。なお、この時期には「銭荘」などの仲介活動が活発にな
るが、「民間自由貸借」も引き続き社会の隅々まで日常的に行われている。「銭荘」は、取
締りを避けるため自らの資金調達を銀行にしか認められていない預金業務ではなく、借入
（すなわち正当な「民間貸借」）であると主張する。一部には一時的な資金不足を補うため
地域の有力者から資金を借り入れる場合もあるが、その業務は基本的に常時に利率を提示
し、資金を「不特定多数」から受け入れるものであり、実質的に預金業務であると考えら
れる。また、その一部は自らを社会主義原則に合致する協同組合組織だと主張し、「農村合
作基金会」、「金融服務（サービス）社」あるいは「城市信用合作社」に名乗っていた。 
狭義の「民間貸借」は、「高利貸」や「不特定多数」からの資金調達を除き、インフォー
マル金融でありながら経済発展に一定の役割を果たしているため、政府によって認められ
ている。そのため、仲介業務を行う多くのインフォーマル金融業者が自らの業務を「民間
貸借」だと主張し、地方政府および地域の人々もその役割を認め、結果的にそれらの業務
が意識的に「民間貸借」に混同されるようになっている。さらに、その他のインフォーマ
ル金融も取り締まりを逃れるため「民間貸借」と自称している。それが中国のインフォー
マル金融に対する認識における混乱の原因のひとつとなったのである（陳玉雄 2009、4-5
頁）。「民間貸借」（広義）の規模について、中国共産党政策研究室と中国農業部（日本の省）
の共同調査によると、1980 年代半ばから 2000 年代半ばまで農家の資金調達の 7 割前後（陳
玉雄 2010、23 頁）、2003 年フォーマルな金融機関の貸出の 28.7％（李建軍 2005、80 頁）
                                                  
29 一般的に、「銭荘」と呼ばれるものは、古代中国における銀と銅銭などの諸貨幣の両替から出
発したが、その主要な業務が両替から商人への貸付、決済、さらには一部が内国為替へと変化し
ていた。「銭荘」は清朝末、民国期に隆昌期を迎えたが、中華人民共和国になってからほぼ消滅
された。また、1980 年代になってからインフォーマルな金融仲介業者が一般的に「銭荘」と呼
ばれる。その他に、日本では「地下銀行」と言われる、銀行免許を持たない外国為替業者も「地
下銭荘」と呼ばれている。なお、金融仲介業者の「銭荘」が法律に違反しているが、民営中小企
業の資金調達などで経済発展に一定の役割があるとされる。一方の外国為替業者の「地下銭荘」
が法律に違反する上、経済的な役割がほとんどなく、マネーロンダリングなどの犯罪とよく混同
され、厳しく批判されている（陳玉雄 2010、111 頁・133 頁）。 
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に達した。 
このように、親しい個人の間における生活困難者を救済する「個人間貸借」は、「改革開
放」を機に比較的に積極的な「民間自由貸借」となった。それは、消費者金融を基本とし
ながら、「個人・私営企業」の事業資金の調達にも活用されるようになったものである。さ
らに、「民間自由貸借」を紹介していた一部のものは、自らがリスクをとって貸借双方を仲
介する「銭荘」などの仲介業者となった。しかし、「銭荘」などを介して行われたものは、
借手と貸手との間に貸借関係がなくなり、借手も貸手もあくまでも「銭荘」等との貸借関
係が発生する。この意味では、「民間」（公的なものではない）ではあるが、「貸借」ではな
くなり、「民間貸借」だと言えなくなった。これに対して、近年の中国で活発化したソーシ
ャルレンディングは、少なくとも最初は業者の紹介で成立した直接貸借であり、新型の「民
間貸借」だと言える。但し、後掲の表１に示されるように、ソーシャルレンディングの③
証券化形態は「民間貸借」の範疇を超えた。「民間自由貸借」が「個人間貸借」における単
一の人的ネットワークに対する制限を大きく緩和したが、ソーシャルレンディングがネッ
トワーク技術を活用し、その制限を完全に突破した。第 2 節は、ソーシャルレンディング
を取り上げる。 
2. ソーシャルレンディング 
 ソーシャルレンディングとは 
ソーシャルレンディングは、インターネットなどで借手と貸手とをマッチングすること
によって成立した貸借関係を指す。日本では、マネオ、Ａｑｕｓｈ、ＳＢＩソーシャルレ
ンディングの 3 業者が貸借双方を、自らの情報ネットワークを通じて「紹介」し借り手の
信用などの情報も提供するが、保証を付けずあくまでも自己責任である。但し、法的規制
があり「仲介」の形を取り、貸金業者として借手とは金銭消費貸借契約、また匿名組合営
業者として貸手とは匿名組合契約を結ぶことになる（妹尾 2012、29-31 頁）。中国では、情
報の仲介、即ち本稿の言う「紹介」を基本或いは理想にしながら、ソーシャルレンディン
グ業者或いは保証会社などの保証があるものは主流となっている。 
ソーシャルレンディング（Social Lending）の社会性については、①「本当に必要な
人におカネが渡らない」状況をなくす、②人と人とのつながりでお金をやりくりする、③
誰かのお役に立っていると主張されている（妹尾 2012、18-28 頁）。②は銀行融資との比較
での「直接貸借」の特徴であり、第 1 節でみた伝統的な「民間貸借」には強いが、ソーシ
ャルレンディングには既に弱まった。③について、（「『社会にお役にたつ』ことをコンセプ
トにした企業に投資することで、間接的に自分たちもわずかながらでも社会に貢献してい
る」（同書 106 頁）とも述べられているが、社会に役に立たない企業の存続が難しいので、
企業金融一般の特徴ともいえよう。従って、ファイナンシャル・インクルージョン（金融
包摂）と言われる①は、ソーシャルレンディングの社会性を論じるに際して最も重要な要
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素となろう。これは、中国で「普恵金融」（Inclusive Finance）と言い、国有商業銀行を中
心とする金融システムの中で発生した金融排除（Financial Exclusion）を亡くすことを理
念に掲げられ、ソーシャルレンディングの正当性を主張する根源となっている。中国の金
融当局もこの必要性を認め、銀監会が 2015 年 2 月に 27 部門を 22 部門に合併・再編する
中で、ソーシャルレンディングなどの監督にあたる「普恵金融部」を新設したのである。 
ソーシャルレンディングは、中国で「網絡借貸」30（「網貸」と略す。「網絡」は情報ネッ
トワーク、「借貸」は貸借の意）とされ、近年では P2P 貸借（Peer-to-peer lending）と
いう名称が多用されるようになった。P2P は、もともと IT 用語であり、ネットワ
ーク上で対等な関係にある端末間を相互に直接接続し、データを送受信する通信方
式を指すが、情報ネットワークによってマッチングされた直接貸借関係を指すよう
になった。P2P 通信が膨大な情報を処理する高額な中央集中リソースを必要とせず、
成熟市場を根本から揺さぶる破壊的テクノロジーだと言われるように、P2P 貸借に
は大きな可能性が潜んでいる。以下は、ソーシャルレンディングを P2P 貸借という。 
 
 中国におけるソーシャルレンディングの発展 
2007 年 7 月、国内初の P2P プラットフォーム「拍拍貸」が上海で正式に営業を開始した。
その後の業界は模索しながら、表 1 に示されるように成長し続けている。取引金額も年末
貸出残高も 2011 年には 6 倍以上成長したが、2011 年末のデフォルド問題を反映し 2012 年
にそれぞれ 2.7 倍、3.8 倍に低下した。また、不安定な成長ぶりを物語り、年末残高の成長
率が比較的に安定しているのに対して、年間取引金額の成長率の変化が激しい。一方、社
数は比較的に安定的に成長しているが、借手数に比べると、貸手数の成長率は年々急上昇
しており、多数のものから資金を集める傾向が明確になってきた。 
 
 
                                                  
30 王家卓（2014、4 頁）は、「網絡借貸」のひな型を個人互助貸借モデルとしての「標会」（入
札無尽）に求むことができると指摘している。親戚、友人の間で「標会」というオフライン・プ
ラットフォームを通じて小額の貸借で資金を必要な人に融通する。インターネット技術の普及に
伴ってオンライン・プラットフォームが利用され、「網絡借貸」になった。 
年
年末
社数
前年比
（倍）
取引金額
（億元）
前年比
（倍）
年末貸出残
高（億元）
前年比
（倍）
借手数
（万人）
前年比
（倍）
貸手数
（万人）
前年比
（倍）
2009 10 0.2 0.3
2010 26 2.6 13.7 2.2 1.0 5.0 2.1 7.0
2011 60 2.3 84.2 6.1 14.1 6.5 3.0 3.0 4.4 2.1
2012 161 2.7 228.6 2.7 53.3 3.8 4.3 1.4 11.0 2.5
2013 692 4.3 1100.0 4.8 248.5 4.7 22.0 5.1 51.0 4.6
2014 1983 2.9 3058.2 2.8 1096.1 4.4 80.0 3.6 230.0 4.5
出所：年末社数、借手数、貸手数は零壱財経（2015、58-60頁）。年間取引金額、年末貸出残高は2009年を
除き黄国平ほか（2015、8頁、10頁）。
注：別のものによる統計であるため、後述のデータとの不一致がある。
表1　P2P貸借の成長
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2014 年 1983 社のうち、業者の所在地は広東省が 19.87％、浙江省が 12.71％、山東省が
11.4％、北京市が 11.04％（黄国平ほか 2015、５９頁）と、４省が全体の 55％を占めてい
る。このことから、P2P 貸借業者は、経済が比較的に発展している東部沿海に集中してい
ることが分かる。 
黄国平ほか（2015、2-4 頁）は、その後業界の発展を、スタート模索（2007-2011 年）、
成長拡張（2012 年）、爆発的な増長（2013-2014 年）と規範化・調整（2015 年以降）の 4
つの段階に分ける。以下は、それを参考に 3 段階で P2P 貸借の発展過程を見る。 
① 模索段階（2007 年～2011 年）。 
この時期、主に上海、深圳などの地域を拠点に 46 の業者がおり、そのスタッフはほ
とんど IT 従業経験者であった。彼らは、金融業従業経験がなく、借手が個人情報さえ
を提供すれば、簡単な確認だけで一定限度の資金調達企画を P2P プラットフォームで
公開することを認めることが多かった。2008 年アメリカ発の金融危機をきっかけに、
中小企業と個人の資金調達がますます難しくなり、P2P プラットフォームを通じて資
金調達の需要が急増した。そのため、認知度が低い P2P 貸借もある程度発展し、2011
年末で累計成約金額が 84.2 億元、残高 14.08 億元に達した。しかし、同年末に一時的
なものを含め、10 数社にデフォルドなどの問題が発生した。 
② 急成長段階（2012 年～2014 年）。 
この時期、P2P プラットフォームの関連技術が進歩し、比較的に使いやすくかつ低
価格の P2P プラットフォームのソフトが開発されたこともあり、金融業従業経験があ
るものが多く参入した。彼らは、これまでの業者の失敗を踏まえ、資金調達をオンラ
インで、貸出をオフラインで行い、地元の借手を優先にその資金使途、返済財源及び
担保に対し実地調査を行い、リスクの低減に努める。その結果、2012 年末に業者は 179
社、累計成約金額は 228.6 億元まで成長した。2013 年の金融引き締め政策による銀行
の貸し渋りもあり、2014 年末に 1942 業者、累計成約 4484 億元、残高 1000 億元にな
った。 
③ 調整段階（2015 年～）。 
2014 年、とりわけ第 4 四半期に入ってから、デフォールトなどの問題が急増した。
零壱研究院が継続的に観察した対象のうち、問題が発生した業者の数は、2010 年に 2
社、2011 年に 6 社、2012 年 13 社、2013 年に 99 社、2014 年に 288 社であった（零
壱研究院 2015、307 頁）。2014 年にデフォルドなどの問題が発生した業者リストを見
ると、103 社のうち 84 社は第 4 四半期に問題が発生した。さらに、2015 年は 4 月ま
でにすでに 206 社に達した（同書、316 頁-318 頁）。この中で、後述のように 2015 年
に入ってから監督当局の態度もより慎重になり、P2P 貸借は業界の現状と監督当局の
対応の両面から、調整せざるを得なくなった。中国銀行業監督管理委員会（以下銀監
会という）と中国人民銀行は対策を練り続け、2015 年 2 月銀監会は P2P 貸借などを監
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督対象とする「普恵金融部」の設立をきっかけに、P2P 貸借業界は調整段階に入った。 
 
 中国におけるソーシャルレンディングの特徴 
中国の P2P 貸借は、法的な空白を利用し、一般商工業として急速に発展したが、ほぼ無
規制のためその内実が非常に複雑になった。陳益青（2014、90-91 頁）は、P2P 貸借を 3
つのモデルにまとめた。すなわち、①完全仲介モデル：「拍拍貸」が唯一の代表となる P2P
プラットフォームは貸借双方の仲立人として、取引に介入せず、保証業務も提供せず、手
数料を取る。②オフライン取引モデル：具体的な取引手続、プロセス及び借入人の信用審
査は、P2P 業者によって、対面形式で行う。「紅嶺創投」がその代表となり、現在業界の主
流形態となっている。③債権標準化組み替え譲渡モデル：「融資城」などの業者は、企業へ
の貸出債権を組み替え、P2P プラットフォームで元本保証を付けて販売する。 
この 3 形態のうち、①の「完全仲介」は単純な情報仲介（情報仲介以外のことをしない）
を意味するが、間接的な金融仲介だと誤解される恐れがある。②オフライン取引は保証し
た債権を回収するための審査が中心となり、本質は貸手の元本に対する保証サービスにあ
る。③の債権標準化、組み替え及び譲渡は、証券化のプロセスでもある。そのため、本稿
は、P2P 貸借を①紹介形態、②元本保証形態、③証券化形態という 3 つに分けて考察する。
諸外国の P2P 貸借に比べると、信用環境の影響もあり中国の P2P 貸借は活発なオフライン
活動と元本保証に特徴がある。P2P 貸借と伝統的な「民間貸借」との比較をまとめた表 2
によると、P2P 貸借は、伝統的な「民間貸借」に比べると、以下の特徴がある。 
① 時期：伝統的な「民間貸借」は時期や経済発展に伴い、古い形態の上に重なり新しい
形態がゆっくりと発生した。P2P 貸借は短い期間に様々な形態のものがほぼ同時に生
まれ急速に発展した。 
② 資金使途：伝統的な「民間貸借」では、貸金業者が仲介したものを除き資金調達の目
的は基本的に消費にあるのに対して、P2P 貸借ではほとんど事業目的である。 
③ 貸借範囲：伝統的な「民間貸借」は、人的ネットワークの制限の突破を試み続けたが、
人的ネットワークに依存する状況に変化がない。P2P 貸借は、情報ネットワークを通
じて貸借の範囲を全国に広げた。但し、リスク低減のため一部貸手を業者の拠点所在
地に制限しオフラインで審査する動きもある。 
④ リスク負担者：伝統的な「民間貸借」では、貸金業者が仲介したものを除き基本的に
貸手の自己責任である。P2P 貸借では、紹介形態のものが非常に少なくなった中、基
本的に P2P 貸借業者か保証業者がリスクを負担する。 
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名称 個人間貸借
民間自由
貸借 貸金業者の仲介
ソーシャルレンディング
（P2P貸借）
時期 計画経済期
1970年代末
から急増 1980年代前半から 2007年以降
資金使途
基本的
に衣食な
どの生活
資金
一般的な消
費資金、一部
には企業の
事業資金
事業資金が主。一
部には個人の大型
消費資金にも
ほとんど事業資金
貸借範囲
借手の
人的ネッ
トワーク
に限定
紹介業者の
人的ネット
ワークに拡大
貸出先は地域に広
がるが、借入と貸
出先に関する情報
は自らの人的ネッ
トワークに依存
全国すべての情報ネットワーク
利用者
リスク負
担者 貸手 貸手
「銭荘」などの仲介
業者
①貸手
②P2P貸借業者或いは信用保
証業者
③P2P貸借業者
政府対応
消極的
な容認。
銀行貸
出金利
の4倍を
超えない
ことを条
件に保
護。
最初は事業
資金の調達
と業者を介し
たものを禁じ
たが、後に一
部を除き容
認。
積極的な規制。
金融秩序をみたす
ものとして禁止した
が、特定の地域に
おける個別な「暫
定的な存在」として
一時期容認したこ
とがある。
積極的な傍観。全体的に、様子
見ながら理解を深めようとして
いるが、時期的に態度が促進
から慎重な制限に変化し、最終
的に「紹介形態」に復帰させる
方針。
①紹介形態を保護・促進。
②のうちP2P貸借業者による保
証の禁止
③証券化形態の禁止。
金融方式
親友など
による救
済或い
は互助を
目的とす
る直接貸
借
「銀背」など
の紹介業者
を介するもの
を含め、基本
的に貸借双
方の自己責
任による直接
貸借
「銭荘」などがリス
クを取り、貸し手か
ら資金を調達し、自
らの責任で融資す
る間接貸借。な
お、前期の「民間
自由貸借」が引き
続き盛況を呈して
いる
①紹介形態：情報の検証・提供
を中心に、貸借双方をマッチン
グする。情報技術を利用した
「民間直接貸借」
②元本保証形態：業者がオフラ
インで審査し、情報を貸手に提
供。直接貸借の形式をとるが、
業者が自ら元本を保証した場
合、金融仲介とされる可能性が
ある。
③証券化形態：貸出債権を証
券化し、元本保証を提供し貸手
（投資者）に販売する。「民間貸
借」でなくなった。
表2　「民間貸借」の発展と形態別特徴
出所：筆者作成。
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⑤ 政府対応：伝統的な「民間貸借」の新しい形態に対する政府対応は、そのフォーマル
金融に対する影響が大きくなるに伴って厳しくなる傾向がある。P2P 貸借では、後述
のように全体的に監督当局が様子見の姿勢を貫いてきたように見える。 
⑥ 金融方式：伝統的な「民間貸借」は、業者を介した間接貸借もあったが、基本的に直
接貸借である。P2P 貸借は、基本型の「紹介形態」こそが間接貸借になるが、主流の
「元本保証形態」が信用保証を通じて実質上間接貸借となり、証券化形態が実質上金
融仲介に化け、本稿の言う「民間貸借」の範疇を超えている。 
3. 政府態度の変化 
  消極的な容認 
改革開放以降、中国政府は国有銀行などの金融機関を新設し、証券市場の整備にも乗り
出したが、あくまでも国有企業を対象とした。そのため、雇用対策などで容認・促進され
た私営・個人企業による自力での資金調達を容認せざるを得なかった。 
1981 年 5 月、国務院は農業金融行政を兼務する中国農業銀行の「農村貸借問題に関する
報告」を通達し、「農村貸借問題は、関係する範囲が広い。各地は、宣伝教育を強化するほ
か、報告が提案した貸借に対する政策を参照し、地域の実際状況に照らし合わせて、慎重
に対処すべきだ」と指示した（鄭良芳 1998、412～413 頁）。中国農業銀行は、報告の中で
以下の 3 点を提案した。①集団と社員、社員間の正当な貸借関係が（筆者注：銀行・信用
社の貸出の）補充として農業生産の発展に有益であり、その存在を認める。②社隊企業に
よる社員からの借入に対する管理を強化する。必要があれば社隊企業が社員から地元信用
社のそれを超えない利率で資金を借り入れる。③個人間貸借を高利貸活動から厳格に区別
し、利率がちょっと高いからと言って高利貸と見なしてはいけない（鄭韶、何暁星 1998、
43～44 頁）。 
1984 年、中国共産党中央 1 号文件（年初に示された当年度の重要事項に関する指示）に
おいて、農民が相互に資金を集め各種の事業を起こすことを促進する旨が提起された。こ
れを受け、8 月最高人民法院（裁判所）は「民事政策や法律施行の若干問題についての意見」
という通達で、「貸借の金利は、国有銀行より適当に高くすることができる」と、曖昧な条
件を付けながら「民間貸借」を認めた。これに対して、1991 年 8 月最高人民裁判所の「人
民裁判所における貸借裁判についての意見」は、「民間貸借の利率は銀行利率より適当に高
くなってもよい。（中略）銀行同類貸出利率の 4 倍を超えてはならない」31と規定した。そ
の後も、基本的にこれを「民間貸借」の合法性を判断する基準とする（陳 2009、9-10 頁）。 
                                                  
31 2004 年 12 月銀行の貸出金利の上限が撤廃されたことによって、「民間貸借」が法律違反にな
るかどうかを判断するための銀行貸出金利基準がなくなったが、その後中国人民銀行が公表して
いる基準金利を国有銀行の貸出金利の代わりに使われている。 
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この段階、主にフォーマル金融機関が対応しきれない資金需要への対応の必要性という
観点から、トラブル処理に重点を置きながら、金融行政機関及び裁判所が中心となって自
発的な「民間貸借」に対する実務的な対応を取ったのである。しかし、それはあくまでも
整備途中の国有商業銀行を中心とする金融秩序に危害を持たさないことが条件となってい
た。 
 
 取締りと取り込み 
その後国有商業銀行を巻き込んだ事件が発生したため、政府は金融秩序を維持するため
態度が再び硬化した。1993 年後半金融秩序の整頓運動において、金利に関係なくすべての
インフォーマルな金融に対して取締を行った。それ以降、中央政府は国有銀行に対する地
方政府の影響力、フォーマル金融機関による不正を排除するとともに、「民間貸借」と称す
る様々なインフォーマルな金融機関・活動に対する取締りに乗り出した。 
さらに、1997 年のアジア金融危機の影響もあり、1998 年 7 月国務院が後述の「非法金
融機構和非法金融業務活動取締弁法」（不法金融機関と不法金融業務・活動に対する取締条
例）を公布し、「非法金融」を「中国人民銀行の許可がないすべての金融機関および金融活
動」と定義した。その後、同条例に基づき厳しい取締り、裁判が展開された。 
しかし、事態は一向に大きく改善されず、むしろこれまで表面化したものが地下に逆戻
り、より一層把握しにくくなった。また、取締りが強化された度に、そのリスク分に「民
間貸借」の金利が上昇する結果を招いたのである。そこで、中国人民銀行は「民間貸借」
が盛んに行われている農村部に、その需要を取り込みに乗り出した。中国政府の「民間貸
借」に対する態度が、取締りから取り込みも重要視するように変化した象徴的な出来事は、
2005 年 5 月 25 日中国人民銀行が公表した「2004 年中国地域金融報告」である。その中で、
「民間融資」（インフォーマル金融）の積極的な一面を認め、「民間融資の補充的な役割を
正確に認識しよう」と提起した。この前触れは、2003 年中国共産党第 16 回全国代表大会
で、「国内民間資本の市場参入を緩和する」と謳ったことである。 
同じ 2005 年に、中国人民銀行は小口貸出会社（貸金会社、「小額貸款公司」という）の
実験を開始した。これらの動きに対して、2003 年中国人民銀行から分離・新設された銀監
会は、2006 年末に村鎮銀行、農村資金互助社、貸出（貸款）公司などの新型農村金融機関
の新設を促進することを決定した。（馮興元 2006、158～159 頁）は、信用保証公司などを
「組織化した銀背」と呼んでいるが、これは上記の金融会社などにも当てはまる。また、
多くの学者は新型農村金融機関がインフォーマル金融のフォーマル化であると主張してい
るが、むしろフォーマル金融機関によるインフォーマル金融の取り込みだといった方が実
態に近いと考えられる（陳 2009、10-11 頁）。さらに、2008 年中国人民銀行が国務院に提
出した「貸出人条例」（案）は、「企業と自然人が登録して貸金業務を行うことを認める」
ことを主要内容とし、これにより広義の「民間貸借」がフォーマル化されると言われてい
る。しかし、未だに公表されていない。 
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このように、監督当局は「民間貸借」の取り込みが始まったが、取締りも行われそのた
めの法規整備も進められた。2010 年 12 月最高人民法院は、「非法集資刑事案件に適用法律
の若干問題についての解釈」で、同時に以下の 4 つの条件を満たすものが「刑法」第 176
条の「預金受入あるいはその類似行為」にあたるとしている。即ち、①関係部門の法律に
基づく許可なしに資金を集めた、②メディア、宣伝会議、チラシ、携帯メールなどの方法
で社会に公開的に宣伝した、③一定期間内に貨幣、実物、株などで元本返済或は報酬を約
束した、④社会公衆、即ち不特定多数を対象に資金を集めた。金額と対象人数については、
2011 年 9 月 2 日最高人民検察院・公安部の「公安機関が管轄する刑事案件の立件訴追基準
（二）」は、①個人が 20 万元以上、組織が 100 万元以上を、個人が 30 世帯以上、組織が
150 世帯以上から預金の受け入れ（或はその類似行為）があった場合、刑事責任を追及すべ
きだ。2014 年 3 月 25 日最高人民法院・最高人民検察院の「非法集資刑事案件に適用する
法律の若干問題についての意見」は、「社会公衆に宣伝」は「様々なルートで社会公衆に資
金集めの情報が行き渡り、また資金集めの情報が社会公衆に拡散したことを知りながら放
任した」ことを含む。「社会公衆」は、「親友或は単位内部者から資金を集めた中で、親友
或は単位内部者が不特定なものから資金を集めたことを知りながら放任した場合、資金集
めを目的に外部者を単位の内部者にして資金を集めた場合」を含むという（王铼・単丹 2014、
36-38 頁）。実際の運用ではブレを伴いながらも、多くの場合①「不特定多数」のものを対
象にした資金調達、②基準金利の 4 倍をこう得る金利という 2 つの基準で摘発する。 
 
 積極的な傍観 
P2P 貸借に対しては、監督当局は全体的に、様子を見ながら理解を深めようとしている
が、時期的に最初の模索に対する容認・促進から変化した形態に対する慎重な制限に変化
し、最終的に P2P 貸借の原型である「紹介形態」に復帰させる方針を取っている。このよ
うな態度は、「積極的な傍観」と名付ける。P2P 貸借に対する銀監会の監督部門は、この態
度の結果であると考えられる。2015 年 2 月まで、中国人民銀行とのまたは銀監会内部の暗
黙の了解として、主に銀監会の「イノベーション監督部」（創新監督管理部という）が P2P
貸借の監督にあたってきたが、前述のように新設された「普恵金融部」がその監督にあた
ることになった。 
具体的には、①紹介形態の保護・促進、②のうち P2P 貸借業者による保証の禁止、③証
券化形態の禁止という形態別の態度をとっている。そのため、上述の伝統的な「民間貸借」
に関連する法律などが P2P 貸借にも適用するとしながらも、正常に運営されているものな
どに対する大規模な取締りに乗り出すことがなく、リスク警告などを発することに止まっ
ている。 
銀監会は、2011 年の「人人貸の関係リスクの注意喚起についての通知」で P2P プラット
フォームは自らの口座に資金を入れない（監督当局が介入しない）最低ラインを突破し、
預金・貸出の非法金融機関となっており、場合によって非法集資になる可能性がある。2013
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年 11 月 25 日銀監会が発起した 9 省庁合同の「非法集資対策会議」で、中国人民銀行は、
預金受入罪の容疑がある「P2P 名義の非法集資行為」の 3 パターンを提示した。即ち、①
理財―資金プールのパターン、②不合格借入人による資金集め、③典型的なポンジ・スキ
ーム（Ponzi Scheme、ネズミ講）。①は借手への貸金を理財商品に組み入れ投資家に販売
するパターンと、貸手（投資家）の資金をプールしてから借手に貸し出す。②プラットフ
ォームは、借入人の身分、資金需要などの情報を検証する義務を怠った場合、投資者の損
失に連帯責任があると警告した（王朝印 2014、62 頁、65 頁）。 
しかし、問題が発生した場合、監督当局は介入せざるを得ない他、公安（警察）は摘発
に乗り出す。犯罪基準に達していない「非法集資」を行ったものは行政処分を受ける。所
定金額以上の資金調達を行った場合、預金受入罪になり、刑罰を受ける可能性がある。ま
た、「非法占有を目的に、詐欺の手段で資金を集めたものは、金額が大きい場合集資詐欺罪
になる」（刑法 192 条）。実際には、プラットフォームが元金保証のサービスを提供する、
或いは理財商品の形式で資金を集め、経営の失敗でプラットフォームの閉鎖に至ったまた
は経営者が行方不明になった場合、経営者の行為を公衆預金の非法受入とされ、一定金額
以上になると「預金受入罪」で処罰される。 
最後に、銀監会は 2015 年 12 月 28 日に「網絡借貸信息中介機構業務活動管理暫行弁法
（P2P 貸借情報仲介機関業務管理暫定弁法）」（意見徴収稿）を発表した。この「暫定弁法」
が正式に成立すれば、業界に大きな影響を与えることが予想される。 
まず、P2P 貸借の業務を「紹介」に限定されるが、この範囲内であればこれまでよりも
自由に活動できる。第 2 条に「本弁法のいう網絡借貸は、個体と個体の間にインタネット・
プラットフォームを通じて実現した直接貸借を指す」と P2P 貸借を定義し、P2P 貸借業者
を「情報仲介機関」と位置付け、即ち本稿で言う「紹介業者」に限定する方針を明確にし
た。これにより、P2P 貸借形態のうち③証券化形態を含め P2P 貸借業者が仲介したものが
すべてできなくなる。一方、「暫定弁法」第 2 条に P2P 貸借の主体としての「個体」を「自
然人、法人及びその他組織を含む」とした。これにより、これまで禁止されていた企業間
の貸借が P2P プラットフォームの紹介によってできるようになった。また、P2P 業者は「暫
定弁法」によって銀監会管轄下の正式な機関になり、中国人民銀行が主導する個人信用情
報機構などの情報を利用する可能性が出てくる。個人信用情報機構は現在、P2P 業者に開
放していないため、業者は借入人の信用記録に利用できず、その信用に対する評価が難し
い。それが利用できるようになると、借手評価の精度が上がり、貸借双方の紹介業務は容
易になるだろう。 
第二に、信用保証資格を取得した小口貸出会社と信用保証会社の保証を付けることは禁
止されていないが、業者が自ら債権を保証することが禁止されることになる。P2P 貸借の
形態②元本保証形態のうち、自らの信用保証によって実質上の仲介ができなくなる。しか
し、「暫定弁法」が明確に禁止していないため、例えば小口貸出会社や資産運用のファイド
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会社への貸出を貸手に紹介することも考えられる32。この場合、Ｐ２Ｐ業者が貸手からの借
入れた資金を、協力会社が貸出または運用することになる。これに際して、日本のソーシ
ャルレンディングのビジネス・スキーム（妹尾 2012、30 頁）が参考になるだろう。 
終わりに 
中国は「金融改革」により、金融システムを整備してきたとされている。しかし、コー
ル市場の形成、株式市場の整備及び都市商業銀行の創設、さらには為替制度の改革などで
の成功は、現場などの利益追求を目的とする「下からの変革」を受け入れた結果でもある
（陳玉雄 2010、184-194 頁）。これに対して、「民間貸借」は「個人間貸借」から出発し、
紹介者を介したもの、さらには仲介者を介したものへ、最後には情報ネットワークのプラ
ットフォームを介するようになった。その目的は、救済から互助、さらには営利へと拡張
してきたが、P2P 業者は営利を目的にしながら、ファイナンシャルインクルージョン（金
融包摂）の役割を果たしているとされる。 
これらの動きの背後にあるのは、金融構造の形成と変化がある。政府は、フォーマル金
融の整備と国有企業への資金供給に集中するため、民間中小企業と個人の資金調達をフォ
ーマル金融秩序に危害を与えない条件の下で認めざるを得なかった。この中で、フォーマ
ル金融とインフォーマル金融の二重金融構造が形成された。しかし、民間中小企業の急成
長と国有企業の改革・リストラを伴う高度成長の中、フォーマル金融もインフォーマル金
融もこれまでの棲み分けに満足できなくなった。そのため、相互参入・融合が発生し、結
果的にシャドーバンキングと呼ばれる第三の階層ができた。2014 年初国務院が公布した「シ
ャドーバンキングに対する業務を強化する通知」は、シャドーバンキングのリスクに対す
る注意喚起をした中で、P2P 貸借がシャドーバンキングの一部であることを明確にした。 
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